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輸 出 注 意 事 項 ２ ２ 第 ３ ５ 号

平成２２・１１・０２貿局第３号

包括許可取扱要領の一部を改正する通達を次のように制定する。

平成２２年１２月６日

経済産業省貿易経済協力局長 厚木 進

包括許可取扱要領の一部を改正する通達

包括許可取扱要領（平成１７年２月２５日付け平成１７・０２・２３貿局第１号・

輸出注意事項１７第７号）の一部を別添の新旧対照表のとおり改正する。

附 則

１ この通達は、平成２３年４月１日から施行する。

２ この通達の施行前に改正前のこの通達の規定による一般包括許可、特定包括許可、

特別返品等包括許可又は特定子会社包括許可を受けた者又はこの通達の施行の際に現

にこの通達の規定による一般包括許可、特定包括許可、特別返品等包括許可又は特定

子会社包括許可を受けた者は、改正後のこの通達の規定による一般包括許可、特定包

括許可、特別返品等包括許可又は特定子会社包括許可を受けたものとみなす。

３ 前条の規定により改正後のこの通達の規定による一般包括許可、特定包括許可、特

別返品等包括許可又は特定子会社包括許可を受けたとみなされる者は、改正後のこの

通達に規定される一般包括許可、特定包括許可、特別返品等包括許可又は特定子会社

包括許可に係る条件を履行しなければならない。



包括許可取扱要領の一部を改正する通達新旧対照表（傍線部分は改正部分） 
○包括許可取扱要領（平成１７年２月２５日付け平成１７・０２・２３貿局第１号・輸出注意事項１７第７号） 

改 正 後 現   行 

 外国為替及び外国貿易法（昭和２４年法律第２２８号。以下「法」

という。）第４８条第１項の許可であって特定の地域を仕向地とする

特定の貨物の輸出について一括して許可を行うもの及び法第２５条第

１項の許可であって特定国において特定の技術を提供することを目的

とする取引又は特定国の非居住者に特定の技術を提供することを目的

とする取引について一括して許可を行うものについて、一般包括許

可、特定包括許可、特別返品等包括許可及び特定子会社包括許可の要

件、許可に付する条件、申請手続及び有効期限を次のとおり定める。 

 
Ⅰ 一般包括許可  

 １ （略） 

 

 ２ 一般包括許可の要件 

 （１） 一般包括輸出許可 

   輸出管理内部規程の届出等について（平成１７・０２・２３貿局

第６号・輸出注意事項１７第９号）別紙１に定める外為法等遵守事

項をすべて含む内部規程（複数の規程によって構成されるもの、輸

出管理以外の事項をも包含するもの、規程の一部について他者の輸

出管理内部規程を引用し、又は準用して読み替えるものを含む。以

下「輸出管理内部規程」という。）を整備し、その輸出管理内部規

 外国為替及び外国貿易法（昭和２４年法律第２２８号。以下「法」

という。）第４８条第１項の許可であって特定の地域を仕向地とする

特定の貨物の輸出について一括して許可を行うもの及び法第２５条第

１項の許可であって特定国において特定の技術を提供することを目的

とする取引又は特定国の非居住者に特定の技術を提供することを目的

とする取引について一括して許可を行うものについて、一般包括許

可、特定包括許可、特別返品等包括許可及び特定子会社包括許可の要

件、許可に付する条件、申請手続及び有効期限を次のとおり定める。 

 
Ⅰ 一般包括許可  

 １ （略）  

 

 ２ 一般包括許可の要件 

 （１） 一般包括輸出許可 

   輸出管理内部規程の届出等について（平成１７・０２・２３貿局

第６号・輸出注意事項１７第９号）別紙１に定める外為法等遵守事

項をすべて含む内部規程（複数の規程によって構成されるもの、輸

出管理以外の事項をも包含するもの、規程の一部について他者の輸

出管理内部規程を引用し、又は準用して読み替えるものを含む。以

下「輸出管理内部規程」という。）を整備し、その輸出管理内部規



程に基づき外為法等遵守事項を確実に実施する者が、特定の地域を

仕向地として輸出貿易管理令（昭和２４年政令第３７８号。以下

「輸出令」という。）別表第１の２から１５までの項の中欄に掲げ

る特定の貨物の輸出を行おうとする場合に、一括して許可を行って

もその輸出が国際的な平和及び安全の維持を妨げることとならない

と認められるときは、一般包括輸出許可を行う。 

ただし、外為法等遵守事項中「７ 子会社及び関連会社の指導」

の実施状況については、一般包括輸出許可を行う場合における評価

対象としない。 

 
 （２） 一般包括役務取引許可 

   輸出管理内部規程を整備し、その輸出管理内部規程に基づき外為

法等遵守事項を確実に実施する者が、特定国において外国為替令

（昭和５５年政令第２６０号。以下「外為令」という。）別表の２

から１５までの項の中欄に掲げる特定の技術を提供することを目的

とする取引を行おうとする場合又は特定国の非居住者に特定の技術

を提供することを目的とする取引を行おうとする場合に、一括して

許可を行ってもその取引が国際的な平和及び安全の維持を妨げるこ

ととならないと認められるときは、一般包括役務取引許可を行う。 

 ただし、外為法等遵守事項中「７ 子会社及び関連会社の指導」

の実施状況については、一般包括役務取引許可を行う場合における

評価対象としない。 

 

程に基づき外為法等遵守事項を確実に実施する者が、特定の地域を

仕向地として輸出貿易管理令（昭和２４年政令第３７８号。以下

「輸出令」という。）別表第１の２から１４までの項の中欄に掲げ

る特定の貨物の輸出を行おうとする場合に、一括して許可を行って

もその輸出が国際的な平和及び安全の維持を妨げることとならない

と認められるときは、一般包括輸出許可を行う。 

ただし、外為法等遵守事項中「７ 子会社及び関連会社の指導」

の実施状況については、一般包括輸出許可を行う場合における評価

対象としない。 

 
 （２） 一般包括役務取引許可 

   輸出管理内部規程を整備し、その輸出管理内部規程に基づき外為

法等遵守事項を確実に実施する者が、特定国において外国為替令

（昭和５５年政令第２６０号。以下「外為令」という。）別表の２

から１４までの項の中欄に掲げる特定の技術を提供することを目的

とする取引を行おうとする場合又は特定国の非居住者に特定の技術

を提供することを目的とする取引を行おうとする場合に、一括して

許可を行ってもその取引が国際的な平和及び安全の維持を妨げるこ

ととならないと認められるときは、一般包括役務取引許可を行う。 

 ただし、外為法等遵守事項中「７ 子会社及び関連会社の指導」

の実施状況については、一般包括役務取引許可を行う場合における

評価対象としない。 

 



 （３） （略） 

 
３ 一般包括許可の範囲 

 （１） 一般包括輸出許可の範囲は次の①又は②に該当する輸出とす

る。 

ただし、アフガニスタン、イラン、イラク、北朝鮮又はリビア

を経由する場合は、一般包括輸出許可は適用できない。 

① 別表Ａにおいて「一般」と表記された欄にあたる貨物及び仕向

地の組合せとなる輸出   

 
② 輸出令別表第１の２の項から１５の項までの中欄に掲げる貨物

のイラン、リビア及び輸出令別表第３の２に掲げる地域以外の地

域を仕向地とする輸出のうち、外国から輸入された貨物を返送す

るために行われる輸出であって次のいずれかに該当するもの（以

下単に「返送に係る輸出」という。）。 

イ 本邦から輸出された貨物の評価、検査、修理又は交換のため

に輸入された貨物（本邦から輸出された貨物が組み込まれた他

の貨物を含む。）の輸出（当初の輸出時から当該貨物の性能、

特性等が向上しない場合に限る。） 

ロ 本邦に輸入された貨物の種類、品質（故障を含む。）、数量

等が契約の内容と相違する等輸入者の予期しなかったものであ

るために行われる返送のための輸出（輸入時から当該貨物の性

能、特性等が向上しない場合に限る。） 

 （３） （略） 

 
 ３ 一般包括許可の範囲 

 （１） 一般包括輸出許可 

   一般包括輸出許可の範囲は、別表Ａにおいて「一般」と表記され

た欄にあたる貨物及び仕向地の組合せとする。 

ただし、アフガニスタン、イラン、イラク、北朝鮮又はリビアを

経由する場合は、一般包括輸出許可は適用できない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



ハ 当該貨物の分析、評価等のために無償で一時的に本邦に持ち

込まれた貨物の返送のために無償で行われる輸出であって、そ

の輸入の許可の日から一年以内に行われるもの（輸入時から当

該貨物の性能、特性等が向上しない場合に限る。） 

なお、返送に係る輸出に該当する輸出であって、輸出令別表

第１の２の項から１５の項までの中欄に掲げる貨物であるか１

６の項の中欄に掲げる貨物であるか必ずしも明らかでないもの

の輸出についても、別紙１左欄の条件を履行する限りにおい

て、返送に係る輸出と同様の取扱をもって輸出申告を行うこと

ができるものとする。 

 
 （２） 一般包括役務取引許可の範囲は次の①又は②に該当する取引

とする。なお、一般包括役務取引許可が認められる取引に関する

法第２５条第３項第一号に掲げる行為については、外為令第１７

条第２項の規定に基づく許可を要しない。 

① 別表Ｂにおいて「一般」と表記された欄にあたる技術及びそ

の提供地（技術の提供を受ける非居住者が属する外国を含む。以

下同じ。）の組合せとなる取引（提供地となる特定国と取引の相

手方（契約の相手方のほか、当該取引において明らかとなって

いる限度において当該技術を利用する者を含む。）が属する特

定国が異なる場合は、いずれの特定国についても「一般」と表

記されていることを要する。）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 （２） 一般包括役務取引許可 

 

 

 
一般包括役務取引許可の範囲は、別表Ｂにおいて「一般」と表

記された欄にあたる技術及びその提供地（技術の提供を受ける非居

住者が属する外国を含む。以下同じ。）の組合せとする（提供地と

なる特定国と取引の相手方（契約の相手方のほか、当該取引にお

いて明らかとなっている限度において当該技術を利用する者を含

む。）が属する特定国が異なる場合は、いずれの特定国について

も「一般」と表記されていることを要する。）。 

なお、一般包括役務取引許可が認められる取引に関する法第２



 

 
  ② 外為令別表の２の項から１５の項までの中欄に掲げる技術をイ

ラン、リビア及び輸出令別表第３の２に掲げる地域以外の外国に

おいて提供する取引又は当該外国の非居住者に提供する取引のう

ち、外国から提供された、又は外国の非居住者から提供された技

術（以下単に「外国から提供された技術」という。）を返送する

ために行われる技術の提供であって次のいずれかに該当するもの

（以下単に「返送に係る技術の提供」という。）。 

イ 返送に係る輸出に際して行われる、輸出される貨物に内蔵又

は付随する技術データの提供（当該技術の性能、特性等が向上

しない場合に限る。） 

ロ 本邦から提供された技術であって、評価、検査、修正又は交

換等のために返送された技術の再提供（当初の提供時から当該

技術の性能、特性等の変更がないか又は軽微な変更に留まる場

合に限る。） 

ハ 外国から提供された技術の種類、品質（故障を含む。）、数

量等が契約の内容と相違する等技術の提供を受けた者の予期し

なかったものであるために行われる返送のための技術の提供

（提供を受けた時から当該技術の性能、特性等が向上しない場

合に限る。） 

ニ 当該技術の分析、評価等のために無償で一時的に外国から提

供された技術の返送のために無償で行われる技術の提供であっ

５条第３項第一号に掲げる行為については、外為令第１７条第２

項の規定に基づく許可を要しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



て、提供を受けた日から一年以内に行われるもの（提供を受け

た時から当該技術の性能、特性等の変更がないか又は軽微な変

更に留まる場合に限る。） 

なお、返送に係る技術の提供に該当する技術の提供であって、

外為令別表の２の項から１５の項までの中欄に掲げる技術である

か１６の項の中欄に掲げる技術であるか必ずしも明らかでないも

のの提供についても、別紙２左欄の条件を履行する限りにおい

て、返送に係る技術の提供と同様の取扱を行うことができるもの

とする。 

 

４～１０ （略） 

 

Ⅱ 特定包括許可 

 １・２ （略） 

 

 ３ 特定包括許可の範囲 

 （１） （略） 

 

 （２） 特定包括役務取引許可 

特定包括役務取引許可の範囲は、別表Ｂにおいて「特定」と表記

された欄にあたる技術及びその提供地の組合せのうち許可証に記載

されたものとする（提供地となる特定国と取引の相手方（契約の相

手方のほか、当該取引において明らかとなっている限度において当

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 ４～１０ （略） 

 

Ⅱ 特定包括許可 

 １・２ （略） 

 

 ３ 特定包括許可の範囲 

 （１） （略） 

 

 （２） 特定包括役務取引許可 

特定包括役務取引許可の範囲は、別表Ｂにおいて「特定」と表記

された欄にあたる技術及びその提供地の組合せとする（提供地とな

る特定国と取引の相手方（契約の相手方のほか、当該取引において

明らかとなっている限度において当該技術を利用する者を含む。）



該技術を利用する者を含む。）が属する特定国が異なる場合は、い

ずれの特定国についても「特定」と表記されていることを要す

る。）。 

なお、特定包括役務取引許可が認められる取引に関する法第２５

条第３項第一号に掲げる行為については、外為令第１７条第２項の

規定に基づく許可を要しない。 

 

 ４～１０ （略） 

 

Ⅲ～Ⅴ （略） 

 
（別紙１）  

一般包括輸出許可の条件 許可条件の適用 

（１） 輸出管理内部規程のう

ち外為法等遵守事項を確実

に実施すること。 

（２） 一般包括輸出許可に基

づき輸出を行う際は、当該

輸出される貨物の用途及び

需要者について、あらかじ

め定められた手続に従って

確認を行い、当該輸出が一

般包括輸出許可の範囲又は

 

 

 
１） 需要者が確定していない

輸出（以下「ストック販売」

という。）を行う場合にあって

は、需要者として予定される

者等について確認を行い、か

つ一般包括輸出許可を適用す

ることができない第三国にて

が属する特定国が異なる場合は、いずれの特定国についても「特

定」と表記されていることを要する。）。 

 

なお、特定包括役務取引許可が認められる取引に関する法第２５

条第３項第一号に掲げる行為については、外為令第１７条第２項の

規定に基づく許可を要しない。 

 

 ４～１０ （略） 

 

Ⅲ～Ⅴ （略） 

 
（別紙１） 

一般包括輸出許可の条件 許可条件の適用 

（１） 輸出管理内部規程のう

ち外為法等遵守事項を確実

に実施すること。 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



条件に適合していることを

確認すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 一般包括輸出許可に基

づき返送に係る輸出を行う

際は、当該輸出に先立ち、

一般包括輸出許可証に加え

て、以下のすべての書類を

作成又は入手すること。 

① 輸出者の作成する、当

該輸出が返送に係る輸出

であることを証する書類 

② 返送される貨物の輸入

転売される予定がないことを

確認すること（いずれも輸出

令別表第３に掲げる地域以外

の地域についての確認を行え

ば足りる。）。 

２） 返送に係る輸出を行うに

あたっては、返送のための輸

出であること（用途）、輸入元

と同一の者に返送すること

（需要者）及び返送に係る輸

出の条件に適合していること

の確認をあらかじめ定められ

た手続きに従って行うこと。 

１） 包括許可取扱要領Ⅰ３

（１）②イからハのうち当該

返送が該当する規定、当該返

送に係る輸出の経緯、輸出さ

れる貨物の概要（輸出される

貨物が輸出令別表第１の１の

項に該当しないことの確認を

含む。）、本邦における当該貨

物の取扱の状況、輸入元及び

当初の船積地域を記載事項と

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



許可通知書又はこれに代

わる税関の証明書 

③ 返送される貨物が輸入

された際のインボイス、

Ｂ／Ｌ（船荷証券）、ＡＷ

Ｂ（航空貨物運送状）又

はパッキングリストのい

ずれか一つ 

 

 

 

 

（４） 一般包括輸出許可に基

づき輸出を行った際の資料

を輸出管理内部規程に基づ

き、輸出時から少なくと

も、輸出令別表第１の２か

ら４までの項の中欄に掲げ

る貨物の輸出の場合は７年

間、輸出令別表第１の５か

ら１５までの項の中欄に掲

げる貨物の輸出の場合は５

年間、返送に係る輸出の場

して盛り込むこと。また、当

該 返 送 に 係 る 輸 出 が Ⅰ ３

（１）②イに該当する場合は

修理依頼書（クレームノー

ト）又は修理承諾書（クレー

ム承諾書）、Ⅰ３（１）②ロに

該当する場合は貨物の荷受人

又は需要者が作成する、当該

貨物の返送を求める書類を、

それぞれ参考資料として入手

し、（４）の対象書類としてあ

わせて保存すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（２） 一般包括輸出許可に基

づき輸出を行った際の資料

を輸出管理内部規程に基づ

き、輸出時から少なくと

も、輸出令別表第１の２か

ら４までの項の中欄に掲げ

る貨物の輸出の場合は７年

間、輸出令別表第１の５か

ら１４までの項の中欄に掲

げる貨物の輸出の場合は５

年間保存すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



合は７年間保存すること。 

（５） 一般包括輸出許可の有

効期間内において、毎年７

月１日から３１日までの間

に、輸出者等概要・自己管

理チェックリストに直近の

取組状況を記載したものを

経済産業大臣に提出するこ

と。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１） 輸出者等概要・自己管理

チェックリストの様式は、輸

出管理内部規程の届出等につ

いて（平成１７・０２・２３

貿局第６号・輸出注意事項１

７第９号）の様式３に定める

ものとする。 

２） 直近とは、輸出者等概

要・自己管理チェックリスト

の各項目に定める期間とす

る。 

３） 初めて包括許可を申請し

た者であって 、その申請が

５月１日から７月３１日まで

に行われたものであるとき

は、輸出者等概要・自己管理

チェックリストに直近の取組

状況を記載したものを同年に

限り重ねて提出することを必

要としない。 

４） ２以上の包括許可を保有

する者にあっては、保有する

 
（３） 一般包括輸出許可の有

効期間内において、毎年７

月１日から３１日までの間

に、輸出者等概要・自己管

理チェックリストに直近の

取組状況を記載したものを

経済産業大臣に提出するこ

と。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
１） 輸出者等概要・自己管理

チェックリストの様式は、輸

出管理内部規程の届出等につ

いて（平成１７・０２・２３

貿局第６号・輸出注意事項１

７第９号）の様式３に定める

ものとする。 

２） 直近とは、輸出者等概

要・自己管理チェックリスト

の各項目に定める期間とす

る。 

３） 初めて包括許可を申請し

た者であって 、その申請が

５月１日から７月３１日まで

に行われたものであるとき

は、輸出者等概要・自己管理

チェックリストに直近の取組

状況を記載したものを同年に

限り重ねて提出することを必

要としない。 

４） ２以上の包括許可を保有

する者にあっては、保有する



 

 

（６） 輸出管理内部規程の内

容のうち、外為法等遵守事

項に関連する部分に変更が

生じたときは、１か月以内

に経済産業大臣に報告する

こと。 

 

 

 

 
（７） 核兵器等の開発等若し

くはその他の軍事用途に用

いられる場合、用いられる

おそれがある場合、その疑

いのある場合又はそのいず

れにも該当しない場合であ

って軍若しくは軍関係機関

若しくはこれらに類する機

関を需要者とする場合に

は、次の表に定めるところ

に従い、その輸出に対して

包括許可の数にかかわらず１

通の提出のみとする。 

１） 報告するときは、輸出管

理内部規程の届出等について

（平成１７・０２・２３貿局

第６号・輸出注意事項１７第

９号）の様式４によるものと

する。 

２） ２以上の包括許可を保有

する者にあっては、保有する

包括許可の数にかかわらず１

通の提出のみとする。 

１） 「核兵器等の開発等」と

は、核兵器、軍用の化学製剤

又は細菌製剤、これらの散布

のための装置、これらを運搬

することができるロケット若

しくは無人航空機であってそ

の射程若しくは航続距離が３

００キロメートル以上のもの

の開発、製造、使用又は貯蔵

を指す。 

「その他の軍事用途」と

 

 
（４） 輸出管理内部規程の内

容のうち、外為法等遵守事

項に関連する部分に変更が

生じたときは、１か月以内

に経済産業大臣に報告する

こと。 

 

 

 

 
（５） 核兵器等の開発等又は

その他の軍事用途に用いられ

る場合、用いられるおそれが

ある場合又はその疑いのある

場合には、次の表に定めると

ころに従い、その輸出に対し

て一般包括輸出許可が効力を

失い又は事前に経済産業大臣

に届け出る若しくは事後に経

済産業大臣に報告することが

必要とされる。 

包括許可の数にかかわらず１

通の提出のみとする。 

１） 報告するときは、輸出管

理内部規程の届出等について

（平成１７・０２・２３貿局

第６号・輸出注意事項１７第

９号）の様式４によるものと

する。 

２） ２以上の包括許可を保有

する者にあっては、保有する

包括許可の数にかかわらず１

通の提出のみとする。 

１） 「核兵器等の開発等」と

は、核兵器、軍用の化学製剤

又は細菌製剤、これらの散布

のための装置、これらを運搬

することができるロケット若

しくは無人航空機であってそ

の射程若しくは航続距離が３

００キロメートル以上のもの

の開発、製造、使用又は貯蔵

を指す。 

「その他の軍事用途」と



一般包括輸出許可が効力を

失い又は事前に経済産業大

臣に届け出る若しくは事後

に経済産業大臣に報告する

ことが必要とされる。 

 

（表１） 

用途 核兵器等 

の開発等 

その他の 

軍事用途   仕向地 

用いられ

る場合 

輸出令別

表 第 ３ に

掲げる地

域 

失効 報告 

上記以外 失効 失効 

用いられ

るおそれ

がある場

合 

輸出令別

表 第 ３ に

掲げる地

域 

失効 

（注２）   

上記以外 失効 

は、輸出令別表第１の１の項

に該当する貨物（次に掲げる

ものを除く。）の開発、製造

又は使用を指す（核兵器等の

開発等に該当するものを除

く。）。 

 ① 空気銃、散弾銃、ライフ

ル銃、火縄式銃砲のいずれ

かであって、スポーツ用又

は狩猟用のもの 

 ② 救命銃、もり銃、リベッ

ト銃その他これらに類する

産業用銃 

 ③ ①に用いる銃砲弾 

④ ①②の附属品（暗視機能

を有するものを除く。） 

 ⑤ 上記のものの部分品 

 ⑥ 産業用の発破器 

⑦ 産業用の火薬、爆薬、こ

れらの火工品 

２） 「用いられる場合」と

は、輸出される貨物が核兵器

等の開発等やその他の軍事用

 

 

 

 

 

 

 

用途 核兵器等

の開発等

その他の

軍事用途  仕向地 

用いられ

る場合 

輸出令別

表 第 ３ に

掲げる地

域 

失効 報告 

上記以外 失効 失効 

用いられ

るおそれ

がある場

合 

輸出令別

表 第 ３ に

掲げる地

域 

失効 

（注２）   

上記以外 失効 

は、輸出令別表第１の１の項

に該当する貨物（次に掲げる

ものを除く。）の開発、製造

又は使用を指す（核兵器等の

開発等に該当するものを除

く。）。 

 ① 空気銃、散弾銃、ライフ

ル銃、火縄式銃砲のいずれ

かであって、スポーツ用又

は狩猟用のもの 

② 救命銃、もり銃、リベッ

ト銃その他これらに類する

産業用銃 

③ ①に用いる銃砲弾 

④ ①②の附属品（暗視機能

を有するものを除く。） 

⑤ 上記のものの部分品 

⑥ 産業用の発破器 

⑦ 産業用の火薬、爆薬、こ

れらの火工品 

２） 「用いられる場合」と

は、輸出される貨物が核兵器

等の開発等やその他の軍事用



用いられ

る疑いが

ある場合 

輸出令別

表 第 ３ に

掲げる地

域 

届出 

報告 

上記以外 届出 

 
（表２） 

           仕向地 輸出令別表第３に掲げる

地域以外 

輸出される貨物の需要

者が軍若しくは軍関係機

関又はこれらに類する機

関である場合 

届出（注３） 

 
（注１） 表中、「失効」は、

当該輸出について包括許可

が失効するもの。 

また、「届出」は、当該

輸出に先立ち経済産業大臣

に届け出ることが必要なも

の。 

「報告」は、当該輸出を

行った後に当該輸出の内容

途に用いられることとなる

旨、貨物の輸出に関する契約

書又は輸出者が入手した文

書、図画若しくは電磁的記録

において、記載され若しくは

記録されている場合や、輸入

者若しくは需要者若しくはこ

れらの代理人から連絡を受け

た場合を指す。 

３） 「用いられるおそれがあ

る場合」とは、上記２）以外

の場合であって、輸出される

貨物が「輸出貨物が核兵器等

の開発等のために用いられる

おそれがある場合を定める省

令」（平成１３年経済産業省

令第２４９号）の規定に該当

する場合又は核兵器等の開発

等のために用いられるおそれ

があるものとして経済産業大

臣から通知を受けた場合を指

す。 

４） 「用いられる疑いがある

用いられ

る疑いが

ある場合

輸出令別

表 第 ３ に

掲げる地

域 

届出 

報告 

上記以外 届出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（注１） 表中、「失効」は、当

該輸出について包括許可が

失効するもの。 

また、「届出」は、当該

輸出に先立ち経済産業大臣

に届け出ることが必要なも

の。 

「報告」は、当該輸出を

行った後に当該輸出の内容

途に用いられることとなる

旨、貨物の輸出に関する契約

書又は輸出者が入手した文

書、図画若しくは電磁的記録

において、記載され若しくは

記録されている場合や、輸入

者若しくは需要者若しくはこ

れらの代理人から連絡を受け

た場合を指す。 

３） 「用いられるおそれがあ

る場合」とは、上記２）以外

の場合であって、輸出される

貨物が「輸出貨物が核兵器等

の開発等のために用いられる

おそれがある場合を定める省

令」（平成１３年経済産業省

令第２４９号）の規定に該当

する場合又は核兵器等の開発

等のために用いられるおそれ

があるものとして経済産業大

臣から通知を受けた場合を指

す。 

４） 「用いられる疑いがある



について経済産業大臣に報

告を行うことが必要なも

の。 

（注２） 核兵器等の開発等の

ために用いられるおそれが

あるものとして経済産業大

臣から通知を受けたときに

限り、失効する。 

（注３） 輸出される貨物がス

トック販売される場合にあ

っては、需要者が軍若しく

は軍関係機関又はこれらに

類する機関であるおそれが

少ないと認められる場合は

届出を行うことを要しな

い。 

 

 

 

 

 

 

 

場合」とは、上記２）、３）

以外の場合であって、輸出さ

れる貨物が核兵器等の開発等

やその他の軍事用途に用いら

れる疑いのある場合を指す。 

５） 軍若しくは軍関係機関又

はこれらに類する機関とは、

軍隊又は国防、治安の維持若

しくは安全保障等を目的とす

る機関（警察及び情報機関を

含む。）及びこれらの機関に

属する機関をいう。 

ただし、これらの機関を需

要者とする場合であっても、

懸念がないことが明らかな場

合として次に掲げるものに該

当する場合は届出を行うこと

を要しない。 

１．病院等において、医療行

為に用いられることが明ら

かな場合 

２．会計事務等の事務処理の

ために用いられることが明

について経済産業大臣に報

告を行うことが必要なも

の。 

（注２） 核兵器等の開発等の

ために用いられるおそれが

あるものとして経済産業大

臣から通知を受けたときに

限り、失効する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

場合」とは、上記２）、３）

以外の場合であって、輸出さ

れる貨物が核兵器等の開発等

やその他の軍事用途に用いら

れる疑いのある場合を指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

らかな場合 

３．もっぱら事故・災害防止

又は人命救助のために用い

られることが明らかな場合 

６） 届出は、様式第９による

ものとする。 

７） 報告は様式第１０により

行うものとする。 

８） おそれが少ないと認めら

れる場合とは、輸出される貨

物と同種の貨物が軍若しくは

軍関係機関又はこれらに類す

る機関に提供される旨、又は

同種の貨物が過去提供された

旨、貨物の輸出に関する契約

書又は輸出者が入手した文

書、図画若しくは電磁的記録

において、記載され若しくは

記録されている場合及び貨物

の輸入者若しくは需要者若し

くはこれらの代理人から連絡

を受けた場合のいずれにも該

当しない場合をいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
５） 届出は、様式第９による

ものとする。 

６） 報告は様式第１０により

行うものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（８） 前項の届出を行った場

合、当該届出が受理された

日から１４日間、一般包括

輸出許可を用いて、当該貨

物の輸出を行わないこと

（ただし、経済産業省から

当該輸出について異議がな

い旨連絡を受けた場合を除

く。）。 

（９） 前々項の報告は、一般

包括輸出許可を用いて行っ

た貨物の輸出について、輸

出を行った月ごとに、当該

月の末締めの輸出実績を翌

月末日までに報告するもの

とする。 

 

 

（１０） 一般包括輸出許可の

範囲の輸出をしようとする

場合であって、その輸出が

国際的な平和及び安全の維

持を妨げるおそれがあるも

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１） 同一の契約に係る輸出が複

数月に渡る場合は最初の輸出

日を基準にまとめて報告する

ものとする。 

２） 当該契約に関し、報告時

点で実際に行われていない輸

出がある場合は、契約に基づ

く見込みを記載するものとす

る。 

（６） 前項の届出を行った場

合、当該届出が受理された

日から１４日間、一般包括

輸出許可を用いて、当該貨

物の輸出を行わないこと

（ただし、経済産業省から

当該輸出について異議がな

い旨連絡を受けた場合を除

く。）。 

（７） 前々項の報告は、一般

包括輸出許可を用いて行っ

た貨物の輸出について、輸

出を行った月ごとに、当該

月の末締めの輸出実績を翌

月末日までに報告するもの

とする。 

 

 
（８） 一般包括輸出許可の範

囲の輸出をしようとする場

合であって、その輸出が国

際的な平和及び安全の維持

を妨げるおそれがあるもの

 

 

 

 

 

 

 

 

 
１） 同一の契約に係る輸出が複

数月に渡る場合は最初の輸出

日を基準にまとめて報告する

ものとする。 

２） 当該契約に関し、報告時

点で実際に行われていない輸

出がある場合は、契約に基づ

く見込みを記載するものとす

る。 

 



のとして経済産業大臣から

通知を受けたときは、その

輸出に対する一般包括輸出

許可は、その効力を失う。 

（１１） 一般包括輸出許可の

範囲は、許可後においても

法令及び包括許可取扱要領

の改正に伴い変更されるこ

とがある。 

（１２） 法令若しくは許可の

条件に違反したとき、包括

許可取扱要領Ⅰの２（１）

若しくは（２）の要件を満

たさなくなったとき又は国

際的な平和及び安全の維持

の観点から必要があると認

められるときは、本許可が

取り消されることがある。 

 
（別紙２） 

一般包括役務取引許可の条件 許可条件の適用 

（１） 輸出管理内部規程のうち

外為法等遵守事項を確実に実

 

 

として経済産業大臣から通

知を受けたときは、その輸

出に対する一般包括輸出許

可は、その効力を失う。 

（９） 一般包括輸出許可の範

囲は、許可後においても法

令及び包括許可取扱要領の

改正に伴い変更されること

がある。 

（１０） 法令若しくは許可の

条件に違反したとき、包括

許可取扱要領Ⅰの２（１）

若しくは（２）の要件を満

たさなくなったとき又は国

際的な平和及び安全の維持

の観点から必要があると認

められるときは、本許可が

取り消されることがある。

 
（別紙２） 

一般包括役務取引許可の条件 許可条件の適用 

（１） 輸出管理内部規程のうち

外為法等遵守事項を確実に実

 

 



施すること。 

（２） 一般包括役務取引許可に

基づき技術の提供を行う際

は、当該提供される技術の用

途及び利用をする者につい

て、あらかじめ定められた手

続きに従って確認を行い、当

該技術の提供が一般包括役務

取引許可の範囲又は条件に適

合していることを確認するこ

と。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（３） 一般包括役務取引許可に

 
１） 利用をする者が確定してい

ない技術の提供（以下「ストッ

ク販売」という。）を行う場合

にあっては、利用をする者とし

て予定される者等について確認

を行い、かつ一般包括役務取引

許可を適用することができない

第三国にて転売される予定がな

いことを確認すること（いずれ

も輸出令別表第３に掲げる地域

以外の地域についての確認を行

えば足りる。）。 

２） 返送に係る技術の提供を行

うにあたっては、返送のための

技術であること（用途）、提供

元と同一の者に返送すること

（利用をする者）及び返送に係

る技術の提供の条件に適合して

いることの確認をあらかじめ定

められた手続きに従って行うこ

と。 

１） 包括許可取扱要領Ⅰ３

施すること。 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



基づき返送に係る技術の提供

を行う際は、提供に先立ち、

当該技術の提供が返送に係る

技術の提供であることを証す

る書類を作成すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（２）②イからニのうち当該返

送が該当する規定、当該返送に

係る技術の提供の経緯、提供さ

れる技術の概要（提供される技

術が外為令別表の１の項に該当

しないことの確認を含む。）、本

邦における当該技術の取扱の状

況及び提供元を記載事項として

盛り込むこと。また、当該返送

に係る技術の提供がⅠ３（２）

②ロに該当する場合は修理依頼

書（クレームノート）又は修理

承諾書（クレーム承諾書）、Ⅰ

３（２）②ハに該当する場合は

取引の相手方又は利用する者が

作成する当該技術の返送を求め

る書類、Ⅰ３（２）②ニに該当

する場合は当該技術が無償で本

邦に提供され及び外国に提供さ

れることを証する書類を参考資

料として入手し、（４）の対象

書類としてあわせて保存するこ

と。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（４） 一般包括役務取引許可に

基づき技術の提供を行った際

の資料を輸出管理内部規程に

基づき、技術の提供時から少

なくとも、外為令別表の２か

ら４までの項の中欄に掲げる

特定の技術の提供の場合は７

年間、外為令別表の５から１

５までの項の中欄に掲げる特

定の技術の提供の場合は５年

間、返送に係る技術の提供の

場合は７年間保存すること。 

（５） 一般包括役務取引許可の

有効期間内において、毎年７

月１日から３１日までの間

に、輸出者等概要・自己管理

チェックリストに直近の取組

状況を記載したものを経済産

業大臣に提出すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１） 輸出者等概要・自己管理チ

ェックリストの様式は、輸出

管理内部規程の届出等につい

て（平成１７・０２・２３貿

局第６号・輸出注意事項１７

第９号）の様式３に定めるも

のとする。          

２） 直近とは、輸出者等概要・

自己管理チェックリストの各項

目に定める期間とする。 

３） 初めて包括許可を申請した

（２） 一般包括役務取引許可に

基づき技術の提供を行った際

の資料を輸出管理内部規程に

基づき、技術の提供時から少

なくとも、外為令別表の２か

ら４までの項の中欄に掲げる

特定の技術の提供の場合は７

年間、外為令別表の５から１

４までの項の中欄に掲げる特

定の技術の提供の場合は５年

間保存すること。 

 
（３） 一般包括役務取引許可の

有効期間内において、毎年７

月１日から３１日までの間

に、輸出者等概要・自己管理

チェックリストに直近の取組

状況を記載したものを経済産

業大臣に提出すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
１） 輸出者等概要・自己管理チ

ェックリストの様式は、輸出

管理内部規程の届出等につい

て（平成１７・０２・２３貿

局第６号・輸出注意事項１７

第９号）の様式３に定めるも

のとする。 

２） 直近とは、輸出者等概要・

自己管理チェックリストの各項

目に定める期間とする。 

３） 初めて包括許可を申請した



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（６） 包括許可取扱要領Ⅰの３

（２）①に該当する一般包括

役務取引に係る技術の提供の

うち、輸出令別表第３に掲げ

る地域以外の外国において輸

出令別表第１の２から１５の

項までのいずれかに該当する

貨物を製造するために用いら

れる外為令別表の２から１４

の項までのいずれかに該当す

る設計又は製造に係る技術の

提供の実績について、（５）

者であって 、その申請が５月

１日から７月３１日までに行わ

れたものであるときは、輸出者

等概要・自己管理チェックリス

トに直近の取組状況を記載した

ものを同年に限り重ねて提出す

ることを必要としない。 

４） ２以上の包括許可を保有す

る者にあっては、保有する包括

許可の数にかかわらず１通の提

出のみとする。 

１） 報告するときは様式第９の

２によるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

者であって 、その申請が５月

１日から７月３１日までに行わ

れたものであるときは、輸出者

等概要・自己管理チェックリス

トに直近の取組状況を記載した

ものを同年に限り重ねて提出す

ることを必要としない。 

４） ２以上の包括許可を保有す

る者にあっては、保有する包括

許可の数にかかわらず１通の提

出のみとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



の輸出者等概要・自己管理チ

ェックリストの提出の際に、

あわせて経済産業大臣に報告

すること。 

（７） 輸出管理内部規程の内容

のうち、外為法等遵守事項に

関連する部分に変更が生じた

ときは、１か月以内に経済産

業大臣に報告すること。 

 

 

 

 
（８） 核兵器等の開発等若しく

はその他の軍事用途に利用さ

れる場合、利用されるおそれ

がある場合、その疑いのある

場合又はそのいずれにも該当

しない場合であって軍若しく

は軍関係機関若しくはこれら

に類する機関を利用する者と

する場合には、次の表に定め

るところに従い、その取引に

 

 

 

 

１） 報告するときは、輸出管理

内部規程の届出等について（平

成１７・０２・２３貿局第６

号・輸出注意事項１７第９号）

の様式４によるものとする。 

２） ２以上の包括許可を保有す

る者にあっては、保有する包括

許可の数にかかわらず１通の提

出のみとする。 

１） 「核兵器等の開発等」と

は、核兵器、軍用の化学製剤又

は細菌製剤、これらの散布のた

めの装置、これらを運搬するこ

とができるロケット若しくは無

人航空機であってその射程若し

くは航続距離が３００キロメー

トル以上のものの開発、製造、

使用又は貯蔵を指す。 

「その他の軍事用途」とは、

 

 

 

 
（４） 輸出管理内部規程の内容

のうち、外為法等遵守事項に

関連する部分に変更が生じた

ときは、１か月以内に経済産

業大臣に報告すること。 

 

 

 

 
（５） 核兵器等の開発等又はそ

の他の軍事用途に利用される

場合、利用されるおそれがあ

る場合又はその疑いのある場

合には、次の表に定めるとこ

ろに従い、その取引に対して

一般包括役務取引許可が効力

を失い又は事前に経済産業大

臣に届け出る若しくは事後に

経済産業大臣に報告すること

 

 

 

 

１） 報告するときは、輸出管理

内部規程の届出等について（平

成１７・０２・２３貿局第６号

・輸出注意事項１７第９号）の

様式４によるものとする。 

２） ２以上の包括許可を保有す

る者にあっては、保有する包括

許可の数にかかわらず１通の提

出のみとする。 

１） 「核兵器等の開発等」とは

、核兵器、軍用の化学製剤又は

細菌製剤、これらの散布のため

の装置、これらを運搬すること

ができるロケット若しくは無人

航空機であってその射程若しく

は航続距離が３００キロメート

ル以上のものの開発、製造、使

用又は貯蔵を指す。 

「その他の軍事用途」とは、



対して一般包括役務取引許可

が効力を失い又は事前に経済

産業大臣に届け出る若しくは

事後に経済産業大臣に報告す

ることが必要とされる。 

 
（表１） 

用途 核兵器等 

の開発等 

その他の 

軍事用途   提供地 

利用され

る場合 

輸出令別

表 第 ３ に

掲げる地

域 

失効 報告 

上記以外 失効 失効 

利用され

るおそれ

がある場

合 

輸出令別

表 第 ３ に

掲げる地

域 

失効 

（注２）   

上記以外 失効 

利用され

る疑いが

ある場合 

輸出令別

表 第 ３ に

掲げる地

域 

届出 報告 

輸出令別表第１の１の項に該当

する貨物（次に掲げるものを除

く。）の開発、製造又は使用を

指す（核兵器等の開発等に該当

するものを除く。）。 

 ① 空気銃、散弾銃、ライフル

銃、火縄式銃砲のいずれかで

あって、スポーツ用又は狩猟

用のもの        

② 救命銃、もり銃、リベット

銃その他これらに類する産業

用銃            

 ③ ①に用いる銃砲弾     

④ ①②の附属品（暗視機能を

有するものを除く。） 

 ⑤ 上記のものの部分品    

 ⑥ 産業用の発破器      

 ⑦ 産業用の火薬、爆薬、これ

らの火工品 

２） 「利用される場合」とは、

提供される技術が核兵器等の開

発等やその他の軍事用途に利用

されることとなる旨、その取引

が必要とされる。 

 

 

 

 

 

 
用途 核兵器等

の開発等

その他の

軍事用途  提供地 

利用され

る場合 

輸出令別

表第３に

掲げる地

域 

失効 報告 

上記以外 失効 失効 

利用され

るおそれ

がある場

合 

輸出令別

表第３に

掲げる地

域 

失効 

（注２）   

上記以外 失効 

利用され

る疑いが

ある場合

輸出令別

表第３に

掲げる地

域 

届出 報告 

輸出令別表第１の１の項に該当

する貨物（次に掲げるものを除

く。）の開発、製造又は使用を

指す（核兵器等の開発等に該当

するものを除く。）。 

① 空気銃、散弾銃、ライフル

銃、火縄式銃砲のいずれかで

あって、スポーツ用又は狩猟

用のもの 

② 救命銃、もり銃、リベット

銃その他これらに類する産業

用銃 

③ ①に用いる銃砲弾 

④ ①②の附属品（暗視機能を

有するものを除く。） 

⑤ 上記のものの部分品 

⑥ 産業用の発破器 

⑦ 産業用の火薬、爆薬、これ

らの火工品 

２） 「利用される場合」とは、

提供される技術が核兵器等の開

発等やその他の軍事用途に利用

されることとなる旨、その取引



上記以外 届出 

 
（表２） 

           提供地 輸出令別表第３に掲げる

地域以外 

提供される技術を利用す

る者が軍若しくは軍関係

機関又はこれらに類する

機関である場合 

届出（注３） 

 
 

 

 
 

 

 

（注１） 表中、「失効」は、当

該取引について包括許可が失

効するもの。 

また、「届出」は、当該取

引に先立ち経済産業大臣に届

け出ることが必要なもの。 

「報告」は、当該取引を行

った後に当該取引の内容につ

いて経済産業大臣に報告を行

うことが必要なもの。 

（注２） 核兵器等の開発等のた

めに利用されるおそれがある

ものとして経済産業大臣から

に関する契約書又は取引を行お

うとする者が入手した文書、図

画若しくは電磁的記録において

記載され若しくは記録されてい

る場合や、取引の相手方若しく

は当該技術を利用する者若しく

はこれらの代理人から連絡を受

けた場合を指す。 

３） 「利用されるおそれがある

場合」とは、上記２）以外の場

合であって、提供される技術が

貿易関係貿易外取引等に関する

省令第９条第２項第七号イ及び

第八号イの規定により経済産業

大臣が告示で定める提供しよう

とする技術が核兵器等の開発等

のために利用されるおそれがあ

る場合（平成１３年経済産業省

告示第７５９号）の規定に該当

する場合又は核兵器等の開発等

のために利用されるおそれがあ

るものとして経済産業大臣から

通知を受けた場合を指す。 

上記以外 届出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（注１） 表中、「失効」は、当

該取引について包括許可が失

効するもの。 

また、「届出」は、当該取

引に先立ち経済産業大臣に届

け出ることが必要なもの。 

「報告」は、当該取引を行

った後に当該取引の内容につ

いて経済産業大臣に報告を行

うことが必要なもの。 

（注２） 核兵器等の開発等のた

めに利用されるおそれがある

ものとして経済産業大臣から

に関する契約書又は取引を行お

うとする者が入手した文書、図

画若しくは電磁的記録において

記載され若しくは記録されてい

る場合や、取引の相手方若しく

は当該技術を利用する者若しく

はこれらの代理人から連絡を受

けた場合を指す。 

３） 「利用されるおそれがある

場合」とは、上記２）以外の場

合であって、提供される技術が

貿易関係貿易外取引等に関する

省令第９条第２項第七号イ及び

第八号イの規定により経済産業

大臣が告示で定める提供しよう

とする技術が核兵器等の開発等

のために利用されるおそれがあ

る場合（平成１３年経済産業省

告示第７５９号）の規定に該当

する場合又は核兵器等の開発等

のために利用されるおそれがあ

るものとして経済産業大臣から

通知を受けた場合を指す。 



通知を受けたときに限り、失

効する。 

（注３） 提供される技術がスト

ック販売される場合にあって

は、利用する者が軍若しくは

軍関係機関又はこれらに類す

る機関であるおそれが少ない

と認められる場合は届出を行

うことを要しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４） 「利用される疑いがある場

合」とは、上記２）、３）以外

の場合であって、提供される技

術が核兵器等の開発等やその他

の軍事用途に利用される疑いの

ある場合を指す。 

５） 軍若しくは軍関係機関又

はこれらに類する機関とは、

軍隊又は国防、治安の維持若

しくは安全保障等を目的とす

る機関（警察及び情報機関を

含む。）及びこれらの機関に

属する機関をいう。 

ただし、これらの機関を利

用する者とする場合であって

も、懸念がないことが明らか

な場合として次に掲げるもの

に該当する場合は届出を行う

ことを要しない。 

１．病院等において、医療行

為に用いられることが明ら

かな場合 

２．会計事務等の事務処理の

通知を受けたときに限り、失

効する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４） 「利用される疑いがある場

合」とは、上記２）、３）以外

の場合であって、提供される技

術が核兵器等の開発等やその他

の軍事用途に利用される疑いの

ある場合を指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ために用いられることが明

らかな場合 

３．もっぱら事故・災害防止

又は人命救助のために用い

られることが明らかな場合 

６） 届出は、様式第９によるも

のとする。 

７） 報告は様式第１１により行

うものとする。 

８） おそれが少ないと認めら

れる場合とは、提供される技

術と同種の技術が軍若しくは

軍関係機関又はこれらに類す

る機関に提供される旨、又は

同種の技術が過去提供された

旨、その取引に関する契約書

又は取引を行おうとする者が

入手した文書、図画若しくは

電磁的記録において、記載さ

れ若しくは記録されている場

合及び取引の相手方若しくは

利用する者若しくはこれらの

代理人から連絡を受けた場合

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
５） 届出は、様式第９によるも

のとする。 

６） 報告は様式第１１により行

うものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 
（９） 前項の届出を行った場

合、当該届出が受理された日

から１４日間、一般包括役務

取引許可を用いて、当該取引

を行わないこと（ただし、経

済産業省から当該取引につい

て異議がない旨連絡を受けた

場合を除く。）。 

（１０） 前々項の報告は、一般

包括役務取引許可を用いて行

った役務取引について、取引

を行った月ごとに、当該月の

末締めの取引実績を翌月末日

まで報告するものとする。 

 

 

 

（１１） 一般包括役務取引許可

の範囲の取引をしようとする

場合であって、その取引が国

際的な平和及び安全の維持を

のいずれにも該当しない場合

をいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

１） 同一の契約に係る技術の提

供が複数月に渡る場合は最初の

提供日を基準にまとめて報告す

るものとする。 

２） 当該契約に関し、報告時

点で実際に行われていない技

術の提供がある場合は、契約

に基づく見込みを記載するも

のとする。 

 

 
（６） 前項の届出を行った場合

、当該届出が受理された日か

ら１４日間、一般包括役務取

引許可を用いて、当該取引を

行わないこと（ただし、経済

産業省から当該取引について

異議がない旨連絡を受けた場

合を除く。）。 

（７） 前々項の報告は、一般包

括役務取引許可を用いて行っ

た役務取引について、取引を

行った月ごとに、当該月の末

締めの取引実績を翌月末日ま

で報告するものとする。 

 

 

 

（８） 一般包括役務取引許可の

範囲の取引をしようとする場

合であって、その取引が国際

的な平和及び安全の維持を妨

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

１） 同一の契約に係る技術の提

供が複数月に渡る場合は最初の

提供日を基準にまとめて報告す

るものとする。 

２） 当該契約に関し、報告時

点で実際に行われていない技

術の提供がある場合は、契約

に基づく見込みを記載するも

のとする。 

 



妨げるおそれがあるものとし

て経済産業大臣から通知を受

けたときは、その取引に対す

る一般包括役務取引許可は、

その効力を失う。  

（１２） 一般包括役務取引許可

の範囲は、許可後においても

法令及び包括許可取扱要領の

改正に伴い変更されることが

ある。 

（１３） 法令若しくは許可の条

件に違反したとき、包括許可

取扱要領Ⅰの２（１）若しく

は（２）の要件を満たさなく

なったとき又は国際的な平和

及び安全の維持の観点から必

要があると認められるとき

は、本許可が取り消されるこ

とがある。 

 
（別紙３）～（別紙８） （略） 

 
様式第１（Ⅰ―４（１）関係） 別添Ａ参照 

げるおそれがあるものとして

経済産業大臣から通知を受け

たときは、その取引に対する

一般包括役務取引許可は、そ

の効力を失う。  

（９） 一般包括役務取引許可の

範囲は、許可後においても法

令及び包括許可取扱要領の改

正に伴い変更されることがあ

る。 

（１０） 法令若しくは許可の条

件に違反したとき、包括許可

取扱要領Ⅰの２（１）若しく

は（２）の要件を満たさなく

なったとき又は国際的な平和

及び安全の維持の観点から必

要があると認められるとき

は、本許可が取り消されるこ

とがある。 

 
（別紙３）～（別紙８） （略） 

 
様式第１（Ⅰ―４（１）関係） 別添Ａ参照 



 
様式第２（Ⅰ－４（２）関係） 別添Ｂ参照 

 
様式第３（Ⅱ－４（１）関係） 別添Ｃ参照 

 
様式第４（Ⅱ－４（２）関係） 別添Ｄ参照 

 
様式第５（Ⅲ－４（１）関係） 別添Ｅ参照 

 
様式第６（Ⅲ－４（２）関係） 別添Ｆ参照 

 
様式第７（Ⅳ－６（１）関係） 別添Ｇ参照 

 
様式第８（Ⅳ－６（２）関係） 別添Ｈ参照 

 
様式第９（略） 

 
様式第９の２ 別添Ｉ参照 

 
様式第１０～１５ （略） 

 
別表Ａ・別表Ｂ （略） 

 
様式第２（Ⅰ－４（２）関係） 別添Ｂ参照 

 
様式第３（Ⅱ－４（１）関係） 別添Ｃ参照 

 
様式第４（Ⅱ－４（２）関係） 別添Ｄ参照 

 
様式第５（Ⅲ－４（１）関係） 別添Ｅ参照 

 
様式第６（Ⅲ－４（２）関係） 別添Ｆ参照 

 
様式第７（Ⅳ－６（１）関係） 別添Ｇ参照 

 
様式第８（Ⅳ－６（２）関係） 別添Ｈ参照 

 
様式第９（略） 

 
（新設） 

 
様式第１０～１５ （略） 

 
別表Ａ・別表Ｂ （略） 

 



                                                                                           

様式第１（Ⅰ－４（１）関係）（改正後）（傍線部分は改正部分） 
根拠法規 輸出貿易管理規則第２条の２

主務官庁 経 済 産 業 省

                                                                                       
一般包括輸出許可申請書 

 
 ※ 許 可 番 号

※有効となる日

※ 有 効 期 限  

                                                        
経済産業大臣 殿                                                                   
 
 

申  請  者                                                 申請年月日                           
      記名押印                                  
      又は署名                           
 
   住   所                                                 電 話 番 号                          
 
 
次のとおり申請をします。 
 
 申請する一般包括輸出許可の範囲 
   
 包括許可取扱要領（平成１７・０２・２３貿局第１号・輸出注意事項１７第７号）のⅠの３の（１）に掲げるもの 

 
 
 
 
  ※許可又は不許可 

                  外国為替及び外国貿易法第４８条第１項 
   この申請を、   外国為替及び外国貿易法第６７条第１項    の規定により
                   輸出貿易管理令第８条第２項 
 

次の条件を付して許可する。

許 可 し な い 。 

 

  条件 包括許可取扱要領（平成１７・０２・２３貿局第１号・輸出注意事項１７第７号）のⅠの５の(1)に掲げ 

る条件に従うこと。 
     

 
                                           経済産業大臣の記名押印  
 
                                                      日    付                      
 
                                                      資    格                      
 
                                                      記名押印                      
 

 

 

注 (1)  ※印の欄は、記入しないでください。 
  (2)  用紙の大きさは、Ａ列４番とします。 
 

別添Ａ 



（削る）  



様式第１（Ⅰ－４（１）関係）（現行） 
根拠法規 輸出貿易管理規則第２条の２

主務官庁 経 済 産 業 省

                                                                                       
一般包括輸出許可申請書 

 
 ※ 許 可 番 号

※有効となる日

※ 有 効 期 限  

                                                        
経済産業大臣 殿                                                                   
 
 

申  請  者                                                 申請年月日                           
      記名押印                                  
      又は署名                           
 
   住   所                                                 電 話 番 号                          
 
 
次のとおり申請をします。 
 
 申請する一般包括輸出許可の範囲 
   
 包括許可取扱要領（平成１７・０２・２３貿局第１号・輸出注意事項１７第７号）のⅠの３の（１）に掲げるもの 

 
 
 
 
  ※許可又は不許可 

                  外国為替及び外国貿易法第４８条第１項 
   この申請を、   外国為替及び外国貿易法第６７条第１項    の規定により
                   輸出貿易管理令第８条第２項 
 

次の条件を付して許可する。

許 可 し な い 。 

 

  条件 包括許可取扱要領（平成１７・０２・２３貿局第１号・輸出注意事項１７第７号）のⅠの５の(1)に掲げ 

る条件（裏面参照）に従うこと。 
     

 
                                           経済産業大臣の記名押印  
 
                                                      日    付                      
 
                                                      資    格                      
 
                                                      記名押印                      



(裏面)  
 包括許可取扱要領（平成１７・０２・２３貿局第１号・輸出注意事項１７第７号）のⅠの５の(1)に掲げる条件 
 
（１）輸出管理内部規程のうち外為法等遵守事項を確実に実施すること。 
 
（２）一般包括輸出許可に基づき輸出を行った際の資料を輸出管理内部規程に基づき、 
  輸出時から少なくとも、輸出令別表第１の２から４までの項の中欄に掲げる貨物

の輸出の場合は７年間、輸出令別表第１の５から14までの項の中欄に掲げる貨物
の輸出の場合は５年間保存すること。 

 
（３）一般包括輸出許可の有効期間内において、毎年７月１日から３１日までの間に、 
  輸出者等概要・自己管理チェックリストに直近の取組状況を記載したものを経済産業

大臣に提出すること。 
 
（４）輸出管理内部規程の内容のうち、外為法等遵守事項に関連する部分に変更が生じ 

たときは、１か月以内に経済産業大臣に報告すること。 
 
（５）核兵器等の開発等又はその他の軍事用途に用いられる場合、用いられるおそれが 
  ある場合又はその疑いのある場合には、次の表に定めるところに従い、その輸出に 
  対して一般包括輸出許可が効力を失い又は事前に経済産業大臣に届け出る若しく 

は事後に経済産業大臣に報告することが必要とされる。 

 

 

 

                     用途 核兵器等 
の開発等 

 その他の軍事
 用途 

 

 仕向地 

用いられ 
る場合 

輸出令別表第３に 
掲げる地域 

失効 報告 

上記以外 失効 失効 

用いられ 
るおそれ 
がある場 
合 

輸出令別表第３に 
掲げる地域 

失効 
（注２）

 

上記以外 失効 

用いられ 
る疑いが 
ある場合 

輸出令別表第３に 
掲げる地域 

届出 報告 

上記以外 届出 

（注１）表中、「失効」は、当該輸出について包括許可が失効するもの。 
        また、「届出」は、当該輸出に先立ち経済産業大臣に届け出ることが必要なもの。 

「報告」は、当該輸出を行った後に当該輸出の内容について経済産業大臣に報告を行うことが必要なもの。

（注２）核兵器等の開発等のために用いられるおそれがあるものとして経済産業大臣から通知を受けたときに 

限り、失効する。 
 
（６）前項の届出を行った場合、当該届出が受理された日から１４日間、一般包括輸出 
    許可を用いて、当該貨物の輸出を行わないこと（ただし、経済産業省から当該輸出 
   について異議がない旨連絡を受けた場合を除く。）。 
 
（７）前々項の報告は、一般包括輸出許可を用いて行った貨物の輸出について、輸 

出を行った月ごとに、当該月の末締めの輸出実績を翌月末日までに報告するも 
のとする。 

 
（８）一般包括輸出許可の範囲の輸出をしようとする場合であって、その輸出が国際的 
    な平和及び安全の維持を妨げるおそれがあるものとして経済産業大臣から通知を受 
    けたときは、その輸出に対する一般包括輸出許可は、その効力を失う。 
 
（９）一般包括輸出許可の範囲は、許可後においても法令及び包括許可取扱要領の改正 
  に伴い変更されることがある。 
 
（10）法令若しくは許可の条件に違反したとき、包括許可取扱要領Ⅰの２（１）若しく

は（２）の要件を満たさなくなったとき又は国際的な平和及び安全の維持の観点か
ら必要があると認められるときは、本許可が取り消されることがある。 

注 (1)  ※印の欄は、記入しないでください。 
     (2)  用紙の大きさは、Ａ列４番とします。 



様式第２（Ⅰ－４（２）関係） 
（改正後）（傍線部分は改正部分） 

根拠法規 貿易関係貿易外取引等に関する省令第７条

主務官庁 経 済 産 業 省 
                                                                                 

一般包括役務取引許可申請書 
 

 ※許 可 番 号

※有効となる日

※有 効 期 限

                                                        
経済産業大臣 殿                                                                   

 
 
     申  請  者                                         申請年月日                           
        記名押印                                  
        又は署名                         
 
   住   所                                              電 話 番 号                         
 
 

次のとおり申請をします。 
 

申請する一般包括役務取引許可の範囲             
 包括許可取扱要領（平成１７・０２・２３貿局第１号・輸出注意事項１７第７号）のⅠの３の（２）に掲げるもの

 
 

 
 

※ 許可又は不許可   
 

    
               外国為替及び外国貿易法第２５条第１項 
この申請を、   外国為替及び外国貿易法第６７条第１項       の規定により
               貿易関係貿易外取引等に関する省令第２条第２項 

次の条件を付して許可する。

許 可 し な い 。

 

  条件 包括許可取扱要領（平成１７・０２・２３貿局第１号・輸出注意事項１７第７号）のⅠの５の(2)に掲げる
条件に従うこと。 

 
                                                  経済産業大臣の記名押印          
 
                                                       日    付                   
 
                                                       資    格                   
 
                                                       記名押印                   
  
 

 

注 (1)  ※印の欄は、記入しないでください。 
  (2)  用紙の大きさは、Ａ列４番とします。  
 

別添 B 



 （削る）  



様式第２（Ⅰ－４（２）関係） （現行） 根拠法規 貿易関係貿易外取引等に関する省令第７条

主務官庁 経 済 産 業 省 
                                                                                 

一般包括役務取引許可申請書 
 

 ※許 可 番 号

※有効となる日

※有 効 期 限

                                                        
経済産業大臣 殿                                                                   

 
 
     申  請  者                                         申請年月日                           
        記名押印                                  
        又は署名                         
 
   住   所                                              電 話 番 号                         
 
 

次のとおり申請をします。 
 

申請する一般包括役務取引許可の範囲             
 包括許可取扱要領（平成１７・０２・２３貿局第１号・輸出注意事項１７第７号）のⅠの３の（２）に掲げるもの

 
 

 
 

※ 許可又は不許可   
 

    
               外国為替及び外国貿易法第２５条第１項 
この申請を、   外国為替及び外国貿易法第６７条第１項       の規定により
               貿易関係貿易外取引等に関する省令第２条第２項 

次の条件を付して許可する。

許 可 し な い 。

 

  条件 包括許可取扱要領（平成１７・０２・２３貿局第１号・輸出注意事項１７第７号）のⅠの５の(2)に掲げる
条件（裏面参照）に従うこと。 

 
                                                  経済産業大臣の記名押印          
 
                                                       日    付                   
 
                                                       資    格                   
 
                                                       記名押印                   
  
 



 (裏面)  
 包括許可取扱要領（平成１７・０２・２３貿局第１号・輸出注意事項１７第７号）のⅠの５の(2)に掲げる条件 
 
（１）輸出管理内部規程のうち外為法等遵守事項を確実に実施すること。 
 
（２）一般包括役務取引許可に基づき技術の提供を行った際の資料を輸出管理内部規程 
  に基づき、技術の提供時から少なくとも、外為令別表の２から４までの項の中欄に 

掲げる特定の技術の提供の場合は７年間、外為令別表の５から14までの項の中欄に 
掲げる特定の技術の提供の場合は５年間保存すること。 

 
（３）一般包括役務取引許可の有効期間内において、毎年７月１日から３１日までの間 
  に、輸出者等概要・自己管理チェックリストに直近の取組状況を記載したものを経 

済産業大臣に提出すること。 
 
（４）輸出管理内部規程の内容のうち、外為法等遵守事項に関連する部分に変更が生じ 

たときは、１か月以内に経済産業大臣に報告すること。 
 
（５）核兵器等の開発等又はその他の軍事用途に利用される場合、利用されるおそれが 
  ある場合又はその疑いのある場合には、次の表に定めるところに従い、その取引に 
  対して一般包括役務取引許可が効力を失い又は事前に経済産業大臣に届け出る若し 

くは事後に経済産業大臣に報告することが必要とされる。 

 

 

                     用途 核兵器等 
の開発等 

 その他の軍事
 用途 

 

 提供地 

利用され 
る場合 

輸出令別表第３に 
掲げる地域 

失効 報告 

上記以外 失効 失効 

利用され 
るおそれ 
がある場 
合 

輸出令別表第３に 
掲げる地域 

失効 
（注２）

 

上記以外 失効 

利用され 
る疑いが 
ある場合 
 

輸出令別表第３に 
掲げる地域 

届出 報告 

上記以外 届出 

 （注１）表中、「失効」は、当該取引について包括許可が失効するもの。 
      また、「届出」は、当該取引に先立ち経済産業大臣に届け出ることが必要なもの。 

「報告」は、当該取引を行った後に当該取引の内容について経済産業大臣に報告を行うことが必要なもの。

 （注２）核兵器等の開発等のために利用されるおそれがあるものとして経済産業大臣から通知を受けたときに限り、 

失効する。 
 
（６）前項の届出を行った場合、当該届出が受理された日から１４日間、一般包括役務 
  取引許可を用いて、当該取引を行わないこと（ただし、経済産業省から当該取引に 
  ついて異議がない旨連絡を受けた場合を除く。）。 
 
（７） 前々項の報告は、一般包括役務取引許可を用いて行った役務取引について、 

取引を行った月ごとに、当該月の末締めの取引実績を翌月末日まで報告するもの 
とする。 

 
（８）一般包括役務取引許可の範囲に係る技術の取引をしようとする場合であって、そ 
  の取引が国際的な平和及び安全の維持を妨げるおそれがあるものとして経済産業大 
  臣から通知を受けたときは、その取引に対する一般包括役務取引許可は、その効力 
  を失う。 
 
（９）一般包括役務取引許可の範囲は、許可後においても法令及び包括許可取扱要領の 
  改正に伴い変更されることがある。 
 
（10）法令若しくは許可の条件に違反したとき、包括許可取扱要領Ⅰの２（１）若し 
  くは（２）の要件を満たさなくなったとき又は国際的な平和及び安全の維持の観 

点から必要があると認められるときは、本許可が取り消されることがある。 
注 (1)  ※印の欄は、記入しないでください。 
  (2)  用紙の大きさは、Ａ列４番とします。 



                                                                     
様式第３（Ⅱ－４（１）関係 ） 
（改正後）（傍線部分は改正部分） 根拠法規 輸出貿易管理規則第２条の２

主務官庁 経 済 産 業 省

                                  特定包括輸出許可申請書 
 
 ※ 許 可 番 号

※有効となる日

※ 有 効 期 限

                                                        
経済産業大臣 殿 
 
      申  請  者                                             申請年月日                
        記名押印                                
        又は署名                         
 
   住   所                                             電話番号                   
 
次のとおり申請をします。                                                                    
 取引の内容  
 
    １ 買主                                                
 
          住所                                              
 
  ２ 荷受人                                                  
 
     住所                                                  
 
  ３ 需要者（貨物を費消し、又は加工する者）                             
 
     住所                                            
 
  ４ 仕向地                                            
 
     経由地                                           
 
  ５ 特定包括輸出許可申請に係る貨物の範囲 

 

 
 
  ※許可又は不許可 
                外国為替及び外国貿易法第４８条第１項 

この申請を、  外国為替及び外国貿易法第６７条第１項   の規定により 

輸出貿易管理令第８条第２項  

次の条件を付して許可する。

許可しない。 

 
 条件 包括許可取扱要領（平成１７・０２・２３貿局第１号・輸出注意事項１７第７号）のⅡの５の(1)に 

掲げる条件に従うこと。 

                                              経済産業大臣の記名押印          
                                                  日    付                        
 
                                                  資    格                           
 
                                                  記名押印                        
 
注 (1)  ※印の欄は、記入しないでください。 

  (2)  用紙の大きさは、Ａ列４番とします。

別添Ｃ 



（削る）  



 
（別紙１） 

  （荷受人又は需要者が複数の場合）  

荷受人・需要者の別 荷受人又は需要者の名称 住     所 
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   

 注 (1)  別紙１については、同一の特定包括輸出許可申請書により、買主が単一であり、かつ荷受人又は 

需要者が複数である申請を行う場合に作成し、申請書にのり付けにより添付してください。 
     (2) 用紙の大きさは、Ａ列４番とします。 



（別紙２） 

    その 
      買主                                             

     住所                                               
 

荷受人・需要者の別 荷受人又は需要者の名称 住     所 
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   

     注 (1)  別紙２については、同一の特定包括輸出許可申請書により複数の買主について申請する場合に 

作成し、申請書にのり付けにより添付してください。 
     (2) 用紙の大きさは、Ａ列４番とします。 



                                                                     
様式第３（Ⅱ－４（１）関係 ） （現行） 

根拠法規 輸出貿易管理規則第２条の２

主務官庁 経 済 産 業 省

                                  特定包括輸出許可申請書 
 
 ※ 許 可 番 号

※有効となる日

※ 有 効 期 限

                                                        
経済産業大臣 殿 
 
      申  請  者                                             申請年月日                
        記名押印                                
        又は署名                         
 
   住   所                                             電話番号                   
 
次のとおり申請をします。                                                                    
 取引の内容  
 
    １ 買主                                                
 
          住所                                              
 
  ２ 荷受人                                                  
 
     住所                                                  
 
  ３ 需要者（貨物を費消し、又は加工する者）                             
 
     住所                                            
 
  ４ 仕向地                                            
 
     経由地                                           
 
  ５ 特定包括輸出許可申請に係る貨物の範囲 

 

 
 
  ※許可又は不許可 
                外国為替及び外国貿易法第４８条第１項 

この申請を、  外国為替及び外国貿易法第６７条第１項   の規定により 

輸出貿易管理令第８条第２項  

次の条件を付して許可する。

許可しない。 

 
 条件 包括許可取扱要領（平成１７・０２・２３貿局第１号・輸出注意事項１７第７号）のⅡの５の(1)に 

掲げる条件（裏面参照）に従うこと。 

                                              経済産業大臣の記名押印          
                                                  日    付                        
 
                                                  資    格                           
 
                                                  記名押印                       



(裏面)  

 包括許可取扱要領（平成１７・０２・２３貿局第１号・輸出注意事項１７第７号）のⅡの５の(1)に掲げる条件 
 
（１）輸出管理内部規程のうち外為法等遵守事項を確実に実施すること。 
 
（２）特定包括輸出許可に係る輸出の年間（暦年）の実績をその実績に係る年の翌年１ 
  月末日までに経済産業大臣に報告すること。 
 
（３）特定包括輸出許可に基づき輸出を行った際の資料を輸出管理内部規程に基づき、 
  輸出時から少なくとも、輸出令別表第１の２から４までの項の中欄に掲げる貨物の 

輸出の場合は７年間、輸出令別表第１の５から14までの項の中欄に掲げる貨物の 
輸出の場合は５年間保存すること。 

 
（４）特定包括輸出許可の有効期間内において、毎年７月１日から３１日までの間に、 
  輸出者等概要・自己管理チェックリストに直近の取組状況を記載したものを経済産業 

大臣に提出すること。 
 
（５）輸出管理内部規程の内容のうち、外為法等遵守事項に関する部分に変更が生じた 

ときは、１か月以内に経済産業大臣に報告すること。 
 
（６）核兵器等の開発等又はその他の軍事用途に用いられる場合、用いられるおそれが 
  ある場合又はその疑いのある場合には、次の表に定めるところに従い、その輸出に 
  対し特定包括輸出許可が効力を失い又は事前に経済産業大臣に届け出ることが必要 
  とされる。 

                      用途 核兵器等 
の開発等 

 その他の軍事
 用途 

 

 仕向地 

用いられ 
る場合 

輸出令別表第３に
掲げる地域 
上記以外  失効   失効

用いられ 
るおそれ 
がある場 
合 

輸出令別表第３に 
掲げる地域 

  

上記以外  失効

用いられ
る疑いが 
ある場合 

輸出令別表第３に
掲げる地域 
上記以外  届出   届出

 （注）表中、「失効」は、当該輸出について包括許可が失効するもの。 
       また、「届出」は、当該輸出に先立ち経済産業大臣に届け出ることが必要なもの。 
 
（７）前項の届出を行った場合、当該届出が受理された日から１４日間、特定包括輸出 
  許可を用いて、当該貨物の輸出を行わないこと（ただし、経済産業省から当該輸出 
  について異議がない旨連絡を受けた場合を除く。 
 
（８）特定包括輸出許可の範囲の貨物の輸出をしようとする場合であって、その輸出が 
  国際的な平和及び安全の維持を妨げるおそれがあるものとして経済産業大臣から通 
  知を受けたときは、その輸出に対する特定包括輸出許可は、その効力を失う。 
 
（９）特定包括輸出許可の範囲は、許可後においても法令及び包括許可取扱要領の改正 
  に伴い変更されることがある。 
 
（10）法令若しくは許可の条件に違反したとき、包括許可取扱要領Ⅱの２（１）若しく 

は（２）の要件を満たさなくなったとき又は国際的な平和及び安全の維持の観点から 
必要があると認められるときは、本許可が取り消されることがある。 

 
注 (1)  ※印の欄は、記入しないでください。 

     (2)  用紙の大きさは、Ａ列４番とします。



 
（別紙１） 

  （荷受人又は需要者が複数の場合）  

荷受人・需要者の別 荷受人又は需要者の名称 住     所 
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   

 注 (1)  別紙１については、同一の特定包括輸出許可申請書により、買主が単一であり、かつ荷受人又は 

需要者が複数である申請を行う場合に作成し、申請書にのり付けにより添付してください。 
     (2) 用紙の大きさは、Ａ列４番とします。 



（別紙２） 

    その 
      買主                                             

     住所                                               
 

荷受人・需要者の別 荷受人又は需要者の名称 住     所 
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   

     注 (1)  別紙２については、同一の特定包括輸出許可申請書により複数の買主について申請する場合に 

作成し、申請書にのり付けにより添付してください。 
     (2) 用紙の大きさは、Ａ列４番とします。 
 
 



様式第４（Ⅱ－４（２）関係） 

（改正後）（傍線部分は改正部分） 

根拠法規 貿易関係貿易外取引等に関する省令第７条

主務官庁 経 済 産 業 省

 
                        特定包括役務取引許可申請書 
 
 

 ※ 許可番号

※有効となる日

※ 有効期限

 
経済産業大臣 殿 
 
      申  請  者                                           申請年月日                
        記名押印 
        又は署名                     
 
   住   所                                      電話番号                    
 
次のとおり申請をします。                                                                
              
 取引の内容                 
 
    １ 取引の相手方                                            
 
          住所                                                  
 
  ２ 利用する者（取引に係る技術の提供を受けて利用する者）                       
  
     住所                                        
   
 
  ３ 特定包括役務取引許可申請に係る役務取引の内容 
 

 
 
※ 許可又は不許可 

 
            外国為替及び外国貿易法第２５条第１項 
この申請を、 外国為替及び外国貿易法第６７条第１項             の規定により
            貿易関係貿易外取引等に関する省令第２条第２項 

次の条件を付して許可する。

許 可 し な い 。

  
 条件 包括許可取扱要領（平成１７・０２・２３貿局第１号・輸出注意事項１７第７号）のⅡの５の(2)に 

掲げる条件に従うこと。 

                                     経済産業大臣の記名押印          
                                          日    付                        
 
                                          資    格                        
 
                                          記名押印                        
 

注 (1)  ※印の欄は、記入しないでください。 
   (2) 用紙の大きさは、Ａ列４番とします。

別添Ｄ 



 （削る）   



 
（別紙１） 
 （利用する者が複数の場合）  

 利 用 す る 者 の  名  称  住              所 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注 (1)  別紙１については、同一の特定包括役務取引許可申請書により、取引の相手方が単一であり、かつ利用する者が複数である申請を行う場

合に作成し、申請書にのり付けにより添付してください。 
   (2) 用紙の大きさは、Ａ列４番とします。 



（別紙２）その 
       取引の相手方                                                     
 
          住所                                                        
 
  利 用 す る 者 の  名  称 住              所 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 注 (1)  別紙２については、同一の特定包括役務取引許可申請書により複数の取引の相手方について申請する場合に作成し、申請書にのり付け

により添付してください。 
   (2) 用紙の大きさは、Ａ列４番とします。



様式第４（Ⅱ－４（２）関係） （現行） 根拠法規 貿易関係貿易外取引等に関する省令第７条

主務官庁 経 済 産 業 省

 
                        特定包括役務取引許可申請書 
 
 

 ※ 許可番号

※有効となる日

※ 有効期限

 
経済産業大臣 殿 
 
      申  請  者                                           申請年月日                
        記名押印 
        又は署名                     
 
   住   所                                      電話番号                    
 
次のとおり申請をします。                                                                
              
 取引の内容                 
 
    １ 取引の相手方                                            
 
          住所                                                  
 
  ２ 利用する者（取引に係る技術の提供を受けて利用する者）                       
  
     住所                                        
   
 
  ３ 特定包括役務取引許可申請に係る役務取引の内容 
 

 
 
※ 許可又は不許可 

 
            外国為替及び外国貿易法第２５条第１項 
この申請を、 外国為替及び外国貿易法第６７条第１項             の規定により
            貿易関係貿易外取引等に関する省令第２条第２項 

次の条件を付して許可する。

許 可 し な い 。

  
 条件 包括許可取扱要領（平成１７・０２・２３貿局第１号・輸出注意事項１７第７号）のⅡの５の(2)に 

掲げる条件（裏面参照）に従うこと。 

                                     経済産業大臣の記名押印          
                                          日    付                        
 
                                          資    格                        
 
                                          記名押印                        



(裏面)  
 包括許可取扱要領（平成１７・０２・２３貿局第１号・輸出注意事項１７第７号）のⅡの５の(2)に掲げる条件 
 
（１）輸出管理内部規程のうち外為法等遵守事項を確実に実施すること。 
 
（２）特定包括役務取引許可に係る取引の年間（暦年）の実績をその実績に係る年の翌 
  年１月末日までに経済産業大臣に報告すること。 
 
（３）特定包括役務取引許可に基づき技術の提供を行った際の資料を輸出管理内部規 
  程に基づき、技術の提供時から少なくとも、外為令別表の２から４までの項の中 

欄に掲げる特定の技術の提供の場合は７年間、外為令別表の５から14までの項の 
中欄に掲げる特定の技術の提供の場合は５年間保存すること。 

 
（４）特定包括役務取引許可の有効期間内において、毎年７月１日から３１日までの間 
  に、輸出者等概要・自己管理チェックリストに直近の取組状況を記載したものを経 

済産業大臣に提出すること。 
 
（５）輸出管理内部規程の内容のうち、外為法等遵守事項に関連する部分に変更が生じ 

たときには、１か月以内に経済産業大臣に報告すること。 
 
（６）核兵器等の開発等又はその他の軍事用途に利用される場合、利用されるおそれが 
  ある場合又はその疑いのある場合には、次の表に定めるところに従い、その取引に 
  対して特定包括役務取引許可が効力を失い又は、事前に経済産業大臣に届け出るこ 
  とが必要とされる。 

                      用途 核兵器等 
の開発等 

 その他の軍事
 用途 

 

 提供地 

利用され 
る場合 

輸出令別表第３に
掲げる地域 
上記以外  失効   失効

利用され 
るおそれ 
がある場 
合 

輸出令別表第３に 
掲げる地域 

  

上記以外  失効

利用され 
る疑いが 
ある場合 

輸出令別表第３に
掲げる地域 
上記以外  届出   届出

 
 （注）表中、「失効」は、当該取引について包括許可が失効するもの。 
    また、「届出」は、当該取引に先立ち経済産業大臣に届け出ることが必要なもの。 
 
（７）前項の届出を行った場合、当該届出が受理された日から１４日間、特定包括役務 
  取引許可を用いて、当該取引を行わないこと（ただし、経済産業省から当該取引に 
  ついて異議がない旨連絡を受けた場合を除く。）。 
 
（８）特定包括役務取引許可の範囲に係る技術の取引をしようとする場合であって、そ 
  の取引が国際的な平和及び安全の維持を妨げるおそれがあるものとして経済産業大 
  臣から通知を受けたときは、その取引に対する特定包括役務取引許可は、その効力 
  を失う。 
 
（９）特定包括役務取引許可の範囲は、許可後においても法令及び包括許可取扱要領の 
  改正に伴い変更されることがある。 
 
（10）法令若しくは許可の条件に違反したとき、包括許可取扱要領Ⅱの２（１）若し 

くは（２）の要件を満たさなくなったとき又は国際的な平和及び安全の維持の観 
点から必要があると認められるときは、本許可が取り消されることがある。 

 
注 (1)  ※印の欄は、記入しないでください。 
   (2) 用紙の大きさは、Ａ列４番とします。



 
（別紙１） 
 （利用する者が複数の場合）  

 利 用 す る 者 の  名  称  住              所 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注 (1)  別紙１については、同一の特定包括役務取引許可申請書により、取引の相手方が単一であり、かつ利用する者が複数である申請を行う場

合に作成し、申請書にのり付けにより添付してください。 
   (2) 用紙の大きさは、Ａ列４番とします。 



（別紙２）その 
       取引の相手方                                                     
 
          住所                                                        
 
  利 用 す る 者 の  名  称 住              所 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 注 (1)  別紙２については、同一の特定包括役務取引許可申請書により複数の取引の相手方について申請する場合に作成し、申請書にのり付け

により添付してください。 
   (2) 用紙の大きさは、Ａ列４番とします。 
 



様式第５（Ⅲ－４（１）関係） （改正後）（傍線部分は改正部分） 

 

 

根拠法規 輸出貿易管理規則第２条の２

主務官庁 経   済   産   業   省 
                                                                                       

特別返品等包括輸出許可申請書 
 

※ 許  可  番  号  

※  有 効 と な る 日  

※   有    効   期     限  
                                                        
経済産業大臣 殿                                                                   
   
   申  請  者                                                         申請年月日                                             
         
    記名押印                                  
    又は署名                        
 
   住  所                                                           電 話 番 号                                               
 
次のとおり申請をします。 
 
 申請する特別返品等包括輸出許可の範囲      

  本邦において使用するために輸入された貨物であって、不具合による返品、修理(本邦に

おいて使用するために輸入されたもの又は輸入されようとしたものよりも性能、特性等が

向上しない場合に限る。）又は異品のためのみに輸出するもの(外国為替令別表の１の項の

中欄に掲げる技術(輸出貿易管理令別表第１の１の項の中欄に掲げる貨物を使用するため

に設計したプログラムに限る。）が内蔵された貨物の場合にあっては、当該技術の不具合

による返品、修理(本邦において使用するために提供されたもの又は提供されようとしたも

のよりも性能、特性等が向上しない場合に限る。）又は異品のためのみに輸出する貨物を

含む。）のうち、輸出貿易管理令別表第１の１の項の中欄に掲げる貨物に該当するものを

輸出貿易管理令別表第３に掲げる地域を仕向地として輸出する場合(本邦に輸出した外国

を仕向地として輸出する場合に限る。）。 
 
                                          
※許可又は不許可                                             
                    
        外国為替及び外国貿易法第48 
          条第１項   
 
 この申請を、     外国為替及び外国貿易法第67  の規定により
        条第１項          
                  
          輸出貿易管理令第８条第２項  

次の条件を付して許可する。

許可しない。 

 

  条件  包括許可取扱要領（平成17・02・23貿局第１号輸出注意事項17第７号）のⅢの

    ５の(１)に掲げる条件に従うこと。 
 
                  経済産業大臣の記名押印          
                                                                   日    付                             
 
                                                                   資    格                             
 
                                                                   記名押印                         
注 (1)  ※印の欄は、記入しないでください。 
   (2) 用紙の大きさは、Ａ列４番とします。

別添Ｅ 



（削る) 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２枚目） 

 通関 
       

  税関 
 申告番号 

商品名 船積 
数量 

輸出の理由 
(不良品の返
品、修理、異
品のいずれ
かを記入) 

送状 
金額 

積 出
港 

※通関 
年月日 

※税関 
記 名 
押 印 

        

 注(１) ※印の欄は、記入しないで下さい。 
      (２) 申請書にのり付けにより添付してください。 
      (３) 用紙の大きさは、A 列４番とします。



様式第５（Ⅲ－４（１）関係） （現行） 

 

 

根拠法規 輸出貿易管理規則第２条の２

主務官庁 経   済   産   業   省 
                                                                                       

特別返品等包括輸出許可申請書 
 

※ 許  可  番  号  

※  有 効 と な る 日  

※   有    効   期     限  
                                                        
経済産業大臣 殿                                                                   
   
   申  請  者                                                         申請年月日                                             
         
    記名押印                                  
    又は署名                        
 
   住  所                                                           電 話 番 号                                               
 
次のとおり申請をします。 
 
 申請する特別返品等包括輸出許可の範囲      

  本邦において使用するために輸入された貨物であって、不具合による返品、修理(本邦に

おいて使用するために輸入されたもの又は輸入されようとしたものよりも性能、特性等が

向上しない場合に限る。）又は異品のためのみに輸出するもの(外国為替令別表の１の項の

中欄に掲げる技術(輸出貿易管理令別表第１の１の項の中欄に掲げる貨物を使用するため

に設計したプログラムに限る。）が内蔵された貨物の場合にあっては、当該技術の不具合

による返品、修理(本邦において使用するために提供されたもの又は提供されようとしたも

のよりも性能、特性等が向上しない場合に限る。）又は異品のためのみに輸出する貨物を

含む。）のうち、輸出貿易管理令別表第１の１の項の中欄に掲げる貨物に該当するものを

輸出貿易管理令別表第３に掲げる地域を仕向地として輸出する場合(本邦に輸出した外国

を仕向地として輸出する場合に限る。）。 
 
                                          
※許可又は不許可                                             
                    
        外国為替及び外国貿易法第48 
          条第１項   
 
 この申請を、     外国為替及び外国貿易法第67  の規定により
        条第１項          
                  
          輸出貿易管理令第８条第２項  

次の条件を付して許可する。

許可しない。 

 

  条件  包括許可取扱要領（平成17・02・23貿局第１号輸出注意事項17第７号）のⅢの

    ５の(１)に掲げる条件（裏面参照）に従うこと。 
 
                  経済産業大臣の記名押印          
                                                                   日    付                             
 
                                                                   資    格                             
 
                                                                   記名押印                         



（裏面) 

 包括許可取扱要領（平成17・02・23貿局第１号輸出注意事項17第７号）のⅢの５の(１) 

 に掲げる条件 

（１） 輸出管理内部規程のうち外為法等遵守事項を確実に実施すること。  

（２） 特別返品等包括輸出許可に係る輸出の実績について、許可が有効となった日から 

   起算して３月ごとにまとめて翌月末日までに、経済産業大臣に報告すること。 

（３） 特別返品等包括輸出許可に基づき輸出を行った際の資料を輸出管理内部規程に基 

   づき、輸出時から少なくとも７年間保存すること（ただし、輸出令別表第１の１の 

項（５）、（６）、（10）～（12）に掲げる貨物については５年間保存すること）。

（４） 特別返品等包括輸出許可の有効期間内において、毎年７月１日から31日までの間 

   に、輸出者等概要・自己管理チェックリストに直近の取組状況を記載したものを経 

済産業大臣に提出すること。 

（５） 輸出管理内部規程の内容のうち、外為法等遵守事項に関連する部分に変更が生じ 

たときは、１か月以内に経済産業大臣に報告すること。 

（６） 特別返品等包括輸出許可の範囲は、許可後においても法令及び包括許可取扱要領 

   の改正に伴い変更されることがある。 

（７） 法令若しくは許可の条件に違反したとき、包括許可取扱要領Ⅲの２（１）若しく 

は（２）の要件を満たさなくなったとき又は国際的な平和及び安全の維持の観点か 

ら必要があると認められるときは、本許可が取り消されることがある。 
 

  注 (1)  ※印の欄は、記入しないでください。 

      (2)  用紙の大きさは、Ａ列４番とします。     

（２枚目） 

 通関 
       

  税関 
 申告番号 

商品名 船積 
数量 

輸出の理由 
(不良品の返
品、修理、異
品のいずれ
かを記入) 

送状 
金額 

積 出
港 

※通関 
年月日 

※税関 
記 名 
押 印 

        

 注(１) ※印の欄は、記入しないで下さい。 
      (２) 申請書にのり付けにより添付してください。 
      (３) 用紙の大きさは、A 列４番とします。 



様式第６（Ⅲ－４（２）関係） （改正後）（傍線部分は改正部分） 

 

 

根拠法規 貿易関係貿易外取引等に関する省令第７条

主務官庁 経 済 産 業 省
                                                                                       

特別返品等包括役務取引許可申請書 
 

※  許  可  番  号  

※   有効となる日  

※     有  効  期   限  
                                                        
経済産業大臣 殿                                                                   
 
       申  請  者                                                          申請年月日                                          
         
   記名押印                                  
        又は署名                       
 
    住  所                                                           電 話 番 号                                            
 
次のとおり申請をします。 
 
 申請する特別返品等包括役務取引許可の範囲      

   本 邦 に お い て 使 用 す る た め に 提 供 さ れ た 技 術 で あ っ て 、不 具 合 に
よ る返品、修 理 (本 邦 に お い て 使 用 す る た め に 輸 入 さ れ た も の 又 は 輸
入 さ れ よ う と し た も の よ り も 性 能 、 特 性 等 が 向 上 し な い 場 合 に 限
る 。 ） 又 は 異 品 の た め の み に 本 邦 か ら 提 供 す る も の (輸 出 貿 易 管 理
令 別 表 第 １ の １ の 項 の 中 欄 に 掲 げ る 貨 物 に 内 蔵 さ れ た 技 術 （ 当 該
貨 物 を 使 用 す る た め に 設 計 し た プ ロ グ ラ ム に 限 る 。 ） の 場 合 に あ
っ て は 、 当 該 貨 物 の 不 具 合 に よ る 返 品 、 修 理 (本 邦 に お い て 使 用 す
る た め に 輸 入 さ れ た も の 又 は 輸 入 さ れ よ う と し た も の よ り も 性 能 、
特 性 等 が 向 上 し な い 場 合 に 限 る 。 ） 又 は 異 品 の た め の み に 本 邦 か ら
提 供 す る 技 術 を含む。）のうち、外国為替令別表の１の項の中欄に掲げ
る技術に該当するもの（輸出貿易管理令別表第１の１の項の中欄に掲げ
る貨物を使用するために設計したプログラムに限る。）を輸出貿易管理
令別表第３に掲げる地域において提供することを目的として取引する
場合（本邦に提供した外国において提供する場合に限る。） 

 
                                              
※許可又は不許可                                             
                   外国為替及び外国貿易法第 
                      25条第１項 
             
        外国為替及び外国貿易法第         
 この申請を、    67条第１項             の規定により 
                            
                    貿易関係貿易外取引等に関する 
        省令第２条第２項 
         

次の条件を付して許可する。

許可しない。 

 

  条件  包括許可取扱要領（平成17・02・23貿局第１号輸出注意事項17第７号）のⅢの

    ５の(２)に掲げる条件に従うこと。 
 
                 経済産業大臣の記名押印          
                                                                   日    付                             
 
                                                                   資    格                             
 
                                                                   記名押印                         
 
注 (1)  ※印の欄は、記入しないでください。 
   (2) 用紙の大きさは、Ａ列４番とします。

別添Ｆ 



（削る) 

    



様式第６（Ⅲ－４（２）関係） （現行） 

 

 

根拠法規 貿易関係貿易外取引等に関する省令第７条

主務官庁 経 済 産 業 省
                                                                                       

特別返品等包括役務取引許可申請書 
 

※  許  可  番  号  

※   有効となる日  

※     有  効  期   限  
                                                        
経済産業大臣 殿                                                                   
 
       申  請  者                                                          申請年月日                                          
         
   記名押印                                  
        又は署名                       
 
    住  所                                                           電 話 番 号                                            
 
次のとおり申請をします。 
 
 申請する特別返品等包括役務取引許可の範囲      

   本 邦 に お い て 使 用 す る た め に 提 供 さ れ た 技 術 で あ っ て 、不 具 合 に
よ る返品、修 理 (本 邦 に お い て 使 用 す る た め に 輸 入 さ れ た も の 又 は 輸
入 さ れ よ う と し た も の よ り も 性 能 、 特 性 等 が 向 上 し な い 場 合 に 限
る 。 ） 又 は 異 品 の た め の み に 本 邦 か ら 提 供 す る も の (輸 出 貿 易 管 理
令 別 表 第 １ の １ の 項 の 中 欄 に 掲 げ る 貨 物 に 内 蔵 さ れ た 技 術 （ 当 該
貨 物 を 使 用 す る た め に 設 計 し た プ ロ グ ラ ム に 限 る 。 ） の 場 合 に あ
っ て は 、 当 該 貨 物 の 不 具 合 に よ る 返 品 、 修 理 (本 邦 に お い て 使 用 す
る た め に 輸 入 さ れ た も の 又 は 輸 入 さ れ よ う と し た も の よ り も 性 能 、
特 性 等 が 向 上 し な い 場 合 に 限 る 。 ） 又 は 異 品 の た め の み に 本 邦 か ら
提 供 す る 技 術 を含む。）のうち、外国為替令別表の１の項の中欄に掲げ
る技術に該当するもの（輸出貿易管理令別表第１の１の項の中欄に掲げ
る貨物を使用するために設計したプログラムに限る。）を輸出貿易管理
令別表第３に掲げる地域において提供することを目的として取引する
場合（本邦に提供した外国において提供する場合に限る。） 

 
                                              
※許可又は不許可                                             
                   外国為替及び外国貿易法第 
                      25条第１項 
             
        外国為替及び外国貿易法第         
 この申請を、    67条第１項             の規定により 
                            
                    貿易関係貿易外取引等に関する 
        省令第２条第２項 
         

次の条件を付して許可する。

許可しない。 

 

  条件  包括許可取扱要領（平成17・02・23貿局第１号輸出注意事項17第７号）のⅢの

    ５の(２)に掲げる条件（裏面参照）に従うこと。 
 
                 経済産業大臣の記名押印          
                                                                   日    付                             
 
                                                                   資    格                             
 
                                                                   記名押印                         



（裏面) 

 包括許可取扱要領（平成17・02・23貿局第１号輸出注意事項17第７号）のⅢの５の(２)

 に掲げる条件 

（１） 輸出管理内部規程のうち外為法等遵守事項を確実に実施すること。            

（２） 特別返品等包括役務取引許可に係る取引の実績について、許可が有効となった日

   から起算して３月ごとにまとめて翌月末日までに、経済産業大臣に報告すること。

（３） 特別返品等包括役務取引許可に基づき技術の提供を行った際の資料を輸出管理内

   部規程に基づき、技術の提供時から少なくとも７年間保存すること（ただし、外為

令別表の１の項のうち、輸出令別表第１の１の項（５）、（６）、（10）～（12）

に掲げる貨物の設計、製造又は使用に係る技術の提供の場合は５年間保存するこ

と）。 

（４） 特別返品等包括役務取引許可の有効期間内において、毎年７月１日から31日まで

  の間に、輸出者等概要・自己管理チェックリストに直近の取組状況を記載したもの

を経済産業大臣に提出すること。 

（５） 輸出管理内部規程の内容のうち、外為法等遵守事項に関連する部分に変更が生じ

たときは、１か月以内に経済産業大臣に報告すること。                        

（６） 特別返品等包括役務取引許可の範囲は、許可後においても法令及び包括許可取扱

   要領の改正に伴い変更されることがある。 

（７） 法令若しくは許可の条件に違反したとき、包括許可取扱要領Ⅲの２（１）若しく

は（２）の要件を満たさなくなったとき又は国際的な平和及び安全の維持の観点か

ら必要があると認められるときは、本許可が取り消されることがある。 

  注 (1)  ※印の欄は、記入しないでください。 

      (2)  用紙の大きさは、Ａ列４番とします。     

 



様式第７（Ⅳ－６（１）関係 ） 

（改正後）（傍線部分は改正部分） 

根拠法規 輸 出 貿 易 管 理 規 則 第 ２ 条 の ２

主務官庁 経 済 産 業 省

 
特定子会社包括輸出許可申請書 

 
 

 ※ 許可番号

※有効となる日

※ 有効期限

 
経済産業大臣 殿 
 
      申  請  者                                          申請年月日                
      記名押印  
      又は署名                       
 
   住   所                                      電話番号                    
 
次のとおり申請をします。                                                                
              
 取引の内容                 
 
    １ 需要者（貨物の買主者であって、貨物を費消し、又は加工する者）        
 
          住所                                                  
 

（他の申請者が取得した特定子会社包括輸出許可番号） 
                                       

 
  ２ 輸入者                                               
  
     住所                                          
 

   （他の申請者が取得した特定子会社包括輸出許可番号） 
                                         
 
  ３ 特定子会社包括輸出許可申請に係る貨物の範囲 

包括許可取扱要領（平成１７・０２・２３貿局第１号・輸出注意事項１７第７号）のⅣの

５の(1)に掲げるもの 

 
 
※ 許可又は不許可 

            外国為替及び外国貿易法第４８条第１項 
この申請を、 外国為替及び外国貿易法第６７条第１項             の規定により
            輸出貿易管理令第８条第２項 

次の条件を付して許可する。

許 可 し な い 。
 

 条件 包括許可取扱要領（平成１７・０２・２３貿局第１号・輸出注意事項１７第７号）のⅣの７の(1)に 
掲げる条件に従うこと。 

                                     経済産業大臣の記名押印          
                                          日    付                        
 
                                          資    格                        
 
                                          記名押印                        
 
注 (1)  ※印の欄は、記入しないでください。 
   (2) 用紙の大きさは、Ａ列４番とします。

別添Ｇ 



（削る）   



様式第７（Ⅳ－６（１）関係 ） （現行） 

 

根拠法規 輸 出 貿 易 管 理 規 則 第 ２ 条 の ２

主務官庁 経 済 産 業 省

 
特定子会社包括輸出許可申請書 

 
 

 ※ 許可番号

※有効となる日

※ 有効期限

 
経済産業大臣 殿 
 
      申  請  者                                          申請年月日                
      記名押印  
      又は署名                       
 
   住   所                                      電話番号                    
 
次のとおり申請をします。                                                                
              
 取引の内容                 
 
    １ 需要者（貨物の買主者であって、貨物を費消し、又は加工する者）        
 
          住所                                                  
 

（他の申請者が取得した特定子会社包括輸出許可番号） 
                                       

 
  ２ 輸入者                                               
  
     住所                                          
 

   （他の申請者が取得した特定子会社包括輸出許可番号） 
                                         
 
  ３ 特定子会社包括輸出許可申請に係る貨物の範囲 

包括許可取扱要領（平成１７・０２・２３貿局第１号・輸出注意事項１７第７号）のⅣの

５の(1)に掲げるもの 

 
 
※ 許可又は不許可 

            外国為替及び外国貿易法第４８条第１項 
この申請を、 外国為替及び外国貿易法第６７条第１項             の規定により
            輸出貿易管理令第８条第２項 

次の条件を付して許可する。

許 可 し な い 。
 

 条件 包括許可取扱要領（平成１７・０２・２３貿局第１号・輸出注意事項１７第７号）のⅣの７の(1)に 
掲げる条件（裏面参照）に従うこと。 

                                     経済産業大臣の記名押印          
                                          日    付                        
 
                                          資    格                        
 
                                          記名押印                       



(裏面)  
 包括許可取扱要領（平成１７・０２・２３貿局第１号・輸出注意事項１７第７号）のⅣの７の(1)に掲げる条件  
（１）輸出管理内部規程のうち外為法等遵守事項を確実に実施すること。  
（２）特定子会社包括輸出許可に係る取引の年間（暦年）の実績をその実績に係る年の翌 
  年１月末日までに経済産業大臣に報告すること。  
（３）特定子会社包括輸出許可に基づき輸出を行った際の資料を輸出管理内部規程に基 

づき、輸出時から少なくとも、輸出令別表第１の２から４までの項の中欄に掲げる
輸出の場合は７年間、輸出令別表第１の５から１４までの項の中欄に掲げる輸出の
場合は５年間保存すること。  

（４）特定子会社包括輸出許可の有効期間内において、毎年７月１日から３１日までの 
間に、輸出者等概要・自己管理チェックリストに直近の取組状況を記載したものを経
済産業大臣に提出すること。 
 

（５）輸出管理内部規程の内容のうち、外為法等遵守事項に関する部分に変更が生じた
ときは、１か月以内に経済産業大臣に報告すること。 
 

（６）核兵器等の開発等又はその他の軍事用途に用いられる場合、用いられるおそれが
ある場合又はその疑いのある場合には、次の表に定めるところに従い、その輸出に
対して特定子会社包括輸出許可が効力を失い又は事前に経済産業大臣に届け出るこ
とが必要とされる。  

                      用途 核兵器等 
の開発等 

 その他の軍事
 用途 

 

 仕向地 
用いられ 
る場合 

輸出令別表第３に
掲げる地域 
上記以外  失効   失効

用いられ 
るおそれ 
がある場 
合 

輸出令別表第３に 
掲げる地域 

  

上記以外  失効

用いられ 
る疑いが 
ある場合 

輸出令別表第３に
掲げる地域 
上記以外  届出   届出

 
 （注）表中、「失効」は、当該取引について包括許可が失効するもの。 
    また、「届出」は、当該取引に先立ち経済産業大臣に届け出ることが必要なもの。  
（７）前項の届出を行った場合、当該届出が受理された日から１４日間、特定子会社包

括輸出許可を用いて、当該貨物の輸出を行わないこと（ただし、経済産業省から当
該輸出について異議がない旨連絡を受けた場合を除く。）。 
 

（８）特定子会社包括輸出許可の範囲の輸出をしようとする場合であって、その輸出が
国際的な平和及び安全の維持を妨げるおそれがあるものとして経済産業大臣から通
知を受けたときは、その輸出に対する特定子会社包括輸出許可は、その効力を失う。
 

（９）特定子会社包括輸出許可の範囲は、許可後においても法令及び包括許可取扱要領
の改正に伴い変更されることがある。 
 

（10）特定子会社包括輸出許可を適用し、Ａ種特定子会社に対して、又は、Ｂ種特定子
  会社を貨物の輸入者として、Ａ種特定子会社に対して輸出された貨物の管理等につ

いて、当該貨物を輸出した申請者の他、必要に応じ、Ａ種特定子会社の株式の過半
数を有する申請者又はＢ種特定子会社の株式の過半数を有する申請者に対しても、
報告を求めることがある。 
 

（11）法令若しくは許可の条件に違反したとき、包括許可取扱要領（平成17・02・23貿
局第１号・輸出注意事項１７第７号）のⅣの２若しくは３の要件を満たさなくなっ
たとき又は国際的な平和及び安全の維持の観点から必要があると認められるときは、
本許可の全部又は一部が取り消されることがある。 

 
注 (1)  ※印の欄は、記入しないでください。 
   (2) 用紙の大きさは、Ａ列４番とします 



様式第８（Ⅳ－６（２）関係 ） 

（改正後）（傍線部分は改正部分） 
根拠法規 貿易関係貿易外取引等に関する省令第７条

主務官庁 経 済 産 業 省

 
特定子会社包括役務取引許可申請書 

 
 

 ※ 許可番号

※有効となる日

※ 有効期限

 
経済産業大臣 殿 
 
      申  請  者                                          申請年月日                
      記名押印 
      又は署名                     
 
   住   所                                      電話番号                    
 
次のとおり申請をします。                                                                
              
 取引の内容                 
 
    １ 利用する者（取引に係る技術の提供を受けて利用する者）            
 
          住所                                                  
 

（他の申請者が取得した特定子会社包括役務取引許可番号） 
                                       

 
  ２ 取引の相手方                                
 
     住所                                          
 

   （他の申請者が取得した特定子会社包括役務取引許可番号） 
                                         
 
  ３ 特定子会社包括役務取引許可申請に係る役務取引の内容 
 
包括許可取扱要領（平成１７・０２・２３貿局第１号・輸出注意事項１７第７号）のⅣの

５の(2)に掲げるもの 

 
 
※ 許可又は不許可 

            外国為替及び外国貿易法第２５条第１項 
この申請を、 外国為替及び外国貿易法第６７条第１項             の規定により

            貿易関係貿易外取引等に関する省令第２条第２項 

次の条件を付して許可する。

許 可 し な い 。
 

 条件 包括許可取扱要領（平成１７・０２・２３貿局第１号・輸出注意事項１７第７号）のⅣの７の(2)に 
掲げる条件に従うこと。 

                                     経済産業大臣の記名押印          
                                          日    付                        
 
                                          資    格                        
 
                                          記名押印                        
 
注 (1)  ※印の欄は、記入しないでください。 
   (2) 用紙の大きさは、Ａ列４番とします

別添Ｈ 



（削る）   



様式第８（Ⅳ－６（２）関係 ） （現行） 

 

根拠法規 貿易関係貿易外取引等に関する省令第７条

主務官庁 経 済 産 業 省

 
特定子会社包括役務取引許可申請書 

 
 

 ※ 許可番号

※有効となる日

※ 有効期限

 
経済産業大臣 殿 
 
      申  請  者                                          申請年月日                
      記名押印 
      又は署名                     
 
   住   所                                      電話番号                    
 
次のとおり申請をします。                                                                
              
 取引の内容                 
 
    １ 利用する者（取引に係る技術の提供を受けて利用する者）            
 
          住所                                                  
 

（他の申請者が取得した特定子会社包括役務取引許可番号） 
                                       

 
  ２ 取引の相手方                                
 
     住所                                          
 

   （他の申請者が取得した特定子会社包括役務取引許可番号） 
                                         
 
  ３ 特定子会社包括役務取引許可申請に係る役務取引の内容 
 
包括許可取扱要領（平成１７・０２・２３貿局第１号・輸出注意事項１７第７号）のⅣの

５の(2)に掲げるもの 

 
 
※ 許可又は不許可 

            外国為替及び外国貿易法第２５条第１項 
この申請を、 外国為替及び外国貿易法第６７条第１項             の規定により

            貿易関係貿易外取引等に関する省令第２条第２項 

次の条件を付して許可する。

許 可 し な い 。
 

 条件 包括許可取扱要領（平成１７・０２・２３貿局第１号・輸出注意事項１７第７号）のⅣの７の(2)に 
掲げる条件（裏面参照）に従うこと。 

                                     経済産業大臣の記名押印          
                                          日    付                        
 
                                          資    格                        
 
                                          記名押印                        



(裏面)  
 包括許可取扱要領（平成１７・０２・２３貿局第１号・輸出注意事項１７第７号）のⅣの７の(2)に掲げる条件  
（１）輸出管理内部規程のうち外為法等遵守事項を確実に実施すること。  
（２）特定子会社包括輸出許可に係る取引の年間（暦年）の実績をその実績に係る年の翌 
  年１月末日までに経済産業大臣に報告すること。  
（３）特定子会社包括役務取引許可に基づき提供を行った際の資料を輸出管理内部規程

に基づき、提供時から少なくとも、外為令別表の２から４までの項の中欄に掲げる
特定の技術の提供の場合は７年間、外為令別表の５から１４までの項の中欄に掲げ
る特定の技術の提供の場合は５年間保存すること。 
 

（４）特定子会社包括役務取引許可の有効期間内において、毎年７月１日から３１日ま
での間に、輸出者等概要・自己管理チェックリストに直近の取組状況を記載したも
のを経済産業大臣に提出すること。 
 

（５）輸出管理内部規程の内容のうち、外為法等遵守事項に関する部分に変更が生じた
ときは、１か月以内に経済産業大臣に報告すること。 
 

（６）核兵器等の開発等又はその他の軍事用途に用いられる場合、用いられるおそれが
ある場合又はその疑いのある場合には、次の表に定めるところに従い、その取引に
対して特定子会社包括役務取引許可が効力を失い又は事前に経済産業大臣に届け出
ることが必要とされる。 

                      用途 核兵器等 
の開発等 

 その他の軍事
 用途 

 

 仕向地 
 
用いられ 
る場合 

輸出令別表第３に
掲げる地域 
上記以外  失効   失効

用いられ 
るおそれ 
がある場 
合 

輸出令別表第３に 
掲げる地域 

  

上記以外  失効

用いられ 
る疑いが 
ある場合 

輸出令別表第３に
掲げる地域 
上記以外  届出   届出

 
 （注）表中、「失効」は、当該取引について包括許可が失効するもの。 
    また、「届出」は、当該取引に先立ち経済産業大臣に届け出ることが必要なもの。  
（７）前項の届出を行った場合、当該届出が受理された日から１４日間、特定子会社包

括役務取引許可を用いて、当該役務の提供を行わないこと（ただし、経済産業省か
ら当該取引について異議がない旨連絡を受けた場合を除く。）。 
 

（８）特定子会社包括役務取引許可の範囲の取引をしようとする場合であって、その取
引が国際的な平和及び安全の維持を妨げるおそれがあるものとして経済産業大臣か
ら通知を受けたときは、その取引に対する特定子会社包括役務取引許可は、その効
力を失う。 
 

（９）特定子会社包括役務取引許可の範囲は、許可後においても法令及び包括許可取扱
要領の改正に伴い変更されることがある。 
 

（１０）特定子会社役務取引許可を適用し、Ａ種特定子会社に対して、又は、Ｂ種特定
  子会社を技術の提供を行う企業として、Ａ種特定子会社に対して提供された技術の

管理等について、当該技術を提供した申請者の他、必要に応じ、Ａ種特定子会社の
株式の過半数を有する申請者又はＢ種特定子会社の株式の過半数を有する申請者に
対しても、報告を求めることがある。 
 

（１１）法令若しくは許可の条件に違反したとき、包括許可取扱要領（平成17・02・23
貿局第１号・輸出注意事項１７第７号）のⅣの２若しくは３の要件を満たさなくな
ったとき又は国際的な平和及び安全の維持の観点から必要があると認められるとき
は、本許可の全部又は一部が取り消されることがある。 

 
注 (1)  ※印の欄は、記入しないでください。 
   (2) 用紙の大きさは、Ａ列４番とします 



様式第９の２

経済産業大臣　殿
提出年月日 　年　　月　　日
提出者名
住所
電話番号（担当）

　下記のとおり報告します。

許可番号：

一般包括役務取引許可の設計・製造技術の提供

提供開始時期
提供地（別表第３

取引の相手方の
氏名又は名称

提供技術の概要 提供技術の該当項番
提供技術で製造さ

提供技術で製造さ
れる貨物の該当

一般包括役務取引許可の設計・製造技術の提供に係る報告書
（報告の対象となる期間：直近の事業年度(平成　　年度)）

記

別添Ｉ

提供開始時期
提供地（別表第

地域を除く）
氏名又は名称
及び住所・居所
又は所在地

提供技術の概要 提供技術の該当項番
提供技術 製造さ
れる貨物の概要

れる貨物の該当
項番

（注）報告は契約単位（ただし、記載内容が同一となる限りにおいて複数の契約をまとめて一つの欄に記載してもよい。）
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